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概 要 
ここ数年の小売業において、自社ブランドをオンラインで直販するDirect to Consumer
呼ばれるモデルの事業が増え成長している。そして成長した後に店舗展開を行う企業もあ
る。E コマース(EC)の事業者にとって店舗展開をするかどうかは、事業拡大のドライバー
となるのかあるいは強みを損なってしまうことになるのか、非常に重要な判断である。 
本研究では、より実務に役立つことを目指して特定の側面に絞った仮説検証をするので
はなく、複雑な状況においてどのような要素を指標とすることで有効な店舗展開が可能と
なるのか仮説構築をおこなった。 
分析結果より、自社の特性に合ったより効果的な店舗展開のために、2 つの指標が有効
であることが判明した。1 つは商材の特性と顧客との関係を示す顧客関与により有効な店
舗の位置づけが異なること、もう 1つは事業ステージにより有効な店舗の位置づけが異な
ること、この 2点が明らかとなった。 
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第１章 はじめに 
「EC事業が店舗展開して効果を出せるのか」、これが本研究の起点となっている。イン
ターネットが普及した後に ECが急成長し、多くの事業者が自社Webサイトや ECプラッ
トフォームを使用することにより物理店舗や通信販売だけではたどり着けない多くの顧客
に認知を広げ購買まで実現可能になり事業を拡大できた。 
2016 年の日本国内の消費者向け電子取引の市場規模は 15 兆 1,300 億円を超え、前年比
9.9%成長している1。日本における EC 拡大のきっかけは、株式会社楽天による 1997 年の
楽天市場のサービス開始、ヤフー株式会社による 1999 年の Yahoo!ショッピングのサービ
ス開始である。国内の主要な ECプラットフォームが 20年近い歴史を積んでも、今なお前
年比 10%近く成長しており、背景には小売りの EC化がまだ飽和していないこととスマー
トフォンの利用率向上にある 1。 
 
図表 1 消費者向け電子商取引の市場規模及び EC化率の経年推移 
 
(出所) 経済産業省「平成 28年度電子商取引に関する市場調査報告書」 2017年 4月 
 
この 20年の EC市場の成長の中で、ECで事業を始めた企業が成長した後に、逆に店舗
出店をするケースもみられる。品物を手に取ってみたい顧客の要望に応えるため、販売チ
ャネル拡大のため、広告効果のためなど、それぞれが自社の戦略に基づいて様々な目的で
店舗展開を行っている。しかし、店舗を構えることはテナントの賃料や売り場スタッフの
                                                        
1 経済産業省 商務情報政策局 情報経済課 (2017) 「平成 28年度 電子商取引に関する市場調査報告書」 
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人件費といった固定費の増大を意味し、効率の良さという EC の強みを損ないかねない。
結果として利益を削ることにならないのか、どうすれば EC 事業にとって店舗が成長のド
ライバーにできるのかは大きな課題である。 
本研究では、EC 事業が店舗展開をするときの狙いや効果をテーマとしているが、どこ
かの側面に焦点を絞った仮説を検証するのではなく、より実務に役立つようどのような要
素を指標化すると有効な店舗出店の方法を見出せるのかの仮説構築の研究とする。 
実際にビジネスを行う者にとっては、類似事業と比較しながらも“私たちにとって”適
した方法を見出すことが求められる。「状況による」「うちは<A>ではなくて<B>なのだ」「今
回は違う」などは、社内の会議でよく聞く言葉だ。店舗出店の目的は顧客との関係構築か、
売上向上か、宣伝広告かといった位置づけの違い、いつが適した時期なのか、そもそも自
社の製品の特性により店舗の有効性はどの程度なのか、複雑な状況から結論を導くには 1
つの側面だけを切り出しては実務では役立てにくい。どのような切り口で自社の事業を整
理し、自社の強み活かし弱みを補うことで、収益性や事業の成長をけん引する意思決定の
助けになる仮説を構築する。 
筆者は、約 18年間 ITのソフトウエアの事業に携わってきたが、昨年全く業種の異なる
小売の事業、女性向けビジネスバッグの企画製造と販売を行う事業の起業を決めた。その
背景は、自分自身がユーザーの立場で欲しい商品がなく困ったことを自分で解決するとい
うものである。他にないデザインを自社で企画と製造、販売まで行うこと、価格決定権を
保持し利益を確保することと効率の良さのために卸売りをせず EC で直販をすること、こ
れらは数年前から考えていたアイディアであった。この言葉は後に知ったのだが、Direct to 
Consumer2のビジネスモデルを、まさにやろうと考えていた。ECで販売するが、対象とす
る顧客層や鞄という商材からして実物を見たい人が多くいると考えられ、見本を郵送して
実物を手に取って選ぶことができる仕組みを作った。事務所を構えた時にはショールーム
として実物を見られるスペースを作る予定である。事業が軌道に乗ったのちには、本格的
な店舗を持ちたい考えはあるが、そのタイミングや目的はどう判断できるかを、多くの先
行する事業者から学びたいと考えている。 
国内のDirect to Consumerモデルの事業は、株式会社コナカが運営するスマートフォン
                                                        
2 Direct to Consumerという用語は従来医薬品業で製薬メーカー等が使用者に直接マーケティングをする分野
で使用されてきた。2013年 6月のコンサルティング会社プライスウォーターハウスクーパースと Grocery 
Manufacturers Association共著のレポートを引用した Forbs誌やアメリカのファッション業界誌等が使用し
始めた。小売業ではメーカーやブランドがオンラインの販売チャネルで消費者へ直接販売する事業を意味する。 
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でオーダースーツが作れるDIFFERENCEや 2017年にベンチャーキャピタル等から総額約
7 億 4,000 万円の資金調達をした同じくスマートフォンでオーダースーツが作れる
LaFabric、工場直結でファッションアイテムをオンライン販売するファクトリエなどがあ
げられる。海外には数多くの事業があり、Direct to Consumerモデルの申し子でユニコー
ンと言われている3眼鏡ブランドのWarby Parkerをはじめ、アパレルの Everlaneやオース
トラリア発のオーダーメイド靴の Shoes of Prey、カジュアルファッションの Bonobosなど
はすでに店舗展開を行っている。そして、無店舗で遠隔地の顧客も対象にした事業を行い
後に店舗展開するという点では、歴史のある通信販売にも共通する要素があると考えられ
る。化粧品や保険の通信販売も枠組みとしては同じビジネスモデルのため、そこから店舗
展開をしたオルビスやファンケルが、すでに時間をかけて実績を積み上げた好事例ではな
いだろうか。 
製造や小売りのスタートアップ企業が増えた背景には製造や輸送の技術や委託環境が整
ったことが影響しているように、Direct to Consumerのビジネスには IT技術の発達も欠か
せないものである。テクノロジーの進化により、Webやモバイルなどのデジタルの世界で
も魅力的なコミュニケーションが可能になり、物理店舗で IoTや画像や音声認識などのコ
グニティブ技術4を使うことで非デジタルとデジタルの世界が双方向につながることがで
きるようになった。使える IT技術は数多くあるため、こんなことができたら面白いだろう
というアイディアのおおよそは実現できる時代になり、IT技術は何を使うのかではなくど
のような目的で使うかが重要になっている。使える手段が豊富で変化の早い時代には、経
営判断には「なぜ行うか」の判断とその根拠が成功の鍵となるであろう。 
 
                                                        
3 Fortune ユニコーンリスト 2015に掲載 http://fortune.com/2015/04/30/warby-parker-unicorn/ 
4 音声認識や画像や映像認識など自然言語を理解し予測するコンピューター技術 
7 
 
第２章 背景と先行研究 
第一節 Direct to Consumerモデルの始まり 
E コマースは、店舗を持つのと比べて固定費が小さくスモールスタートがしやすくより
広範囲なお客様にリーチできるという、効率性と拡張性で圧倒的に優位である。一方で、
その情報のアクセス性の良さから基本情報と価格を比較されて値下げをしなければ選ばれ
なくなり、小売店が利益をすり減らし消耗戦に陥ってしまっている。これは、かつての大
量生産品の卸売りのモデルから EC に拡張したために起こっている問題である。現在メー
カーは卸売りから直販に踏み出すことで利益を保てるチャネルを開拓したり、他にないデ
ザインや色で特徴を出したりといった工夫を続けている。 
店舗中心の小売店は、また異なる問題を抱えている。百貨店の閉鎖、特に地方都市での
閉鎖が多く、都心部でも売り上げは下がっている。背景にはデジタル化があると考えられ
る。従来の売り方では、購入に至りにくかったりそもそも顧客が店に足を運ぶことが減っ
たりしているため、ここにしかないものや体験をそろえることで顧客の心をつかむ工夫を
続けている。 
 
しかし、そのような課題を持たない EC 小売りの企業がある。新興の製造兼小売業であ
る。彼らは、自社で作った製品を最初からデパートに卸さず直販し、オンラインを中心に
ビジネスを行う。製造兼小売業はファッションでは SPA、specialty store retailer of private 
label apparelといわれ、店舗中心であるが日本ではユニクロがその代名詞である。海外で
はファッションに限らず、眼鏡や靴、ベッドのマットレス、髭剃りまでもオンラインで顧
客に直接販売する業態が、ブランドの数と規模ともに成長している。それらを Direct to 
Consumerと呼んでいる。Direct to Consumerの特徴は企画、製造、販売を行いオンライ
ン中心に販売する事業である5。 
これは顧客の視点では、大量生産品が一巡し顧客が人と違うものを求めるようになって
いることが背景にある。提供側の視点では、製造技術の発達により多様なデザインであっ
てもコストを抑えて小ロットから作れるようになり、また委託生産や輸送の環境が整った
ことが、新規ビジネスの立ち上げに影響している。従来の大規模な投資が必要で生産から
                                                        
5 プライスウォーターハウスクーパースのレポート「2013 Financial Performance Report, Growth strategies: 
Unlocking the power of the consumer」では、小売が消費者の元まで届ける関係 (小売店の棚に商品を並べる) 
を持たずに、スマートフォンやタブレットで販売をするようになり、従来の小売りと製造のルールを買い替え
ていると述べている。 
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卸売り、小売りまでの分業をしながら規模を求めるビジネスにできなかったニーズの隙間
を埋める形で、人と異なるものを求める新しいライフスタイルやミレニアル世代のニーズ
にこたえるビジネスが数多く生まれ成長している。多くは単なる EC にとどまらず、先に
あげた Shoes of Preyはオーダーメイドの靴、2016年Unileverに買収されたDollar Shave 
Club6は髭剃りのサブスクリプションといった特徴的なサービスを提供している。 
彼らは EC プラットフォームの利用者の低価格競争や客足が遠のいたデパートのような
悩みはないが、EC市場は無限に広がっているわけではないので、ECのみで継続的な成長
を達成するか、もしくは店舗展開も新たな打ち手とするか、様々な戦略をとっている。 
 
第二節 顧客エクスペリエンスの向上が顧客ロイヤリティを向上させ業績へ貢献 
小売業の EC の弱点は、購入して配達されるまで商品を手に取って確認することができ
ない点があげられる。また、無意識のうちに知らない EC サイトでの購入を避けているこ
とは、デジタルの世界に対する信頼の弱さも弱点の一つである。これらの顧客エクスペリ
エンスは店舗の事業においては見られない点であり、EC 事業が店舗展開をすることで顧
客エクスペリエンスを向上させることができる。 
店舗は、顧客にとって利便性が高まり商品や事業者を知ることができる信頼性に役立つ
一方で事業者にとってコストの増加になる。先行研究を紐解くと、2 つのステップが明ら
かとなった。顧客サービスや顧客エクスペリエンスを向上させることで顧客のロイヤリテ
ィが高まること7と、顧客エクスペリエンス向上が売上高や利益率が向上する8という結論
である。 
 
図表 2 顧客エクスペリエンスと顧客ロイヤリティ、業績との関係 
 
                                                        
6 Unilever 2006年 7月 20日プレスリリース 
https://www.unilever.com/news/Press-releases/2016/unilever-acquires-dollar-shave-club.html 
7 Forbes, Lukas P; Kelley, Scott W and Hoffman, K Douglas (2005) 「Typologies of e-commerce retail 
failures and recovery strategies」 
8 Goodman , John O’Brien, Pat and Segal, Eden (2000) 「Turning CFOs Into Quality Champions」 
9 
 
注) 顧客ロイヤリティとの関係は Forbesら (2005) より、売上高と利益率との関係は Goodmanら (2000) より 
(出所) Forbesら (2005) とGoodmanら (2000) をもとに筆者作成 
 
Forbes らの研究によると、小売りビジネスでは、返品や交換、EC であれば品物間違い
や配達などの問題への対応が欠かせないが、問題を経験した顧客へ適切な対応をすること
で、顧客は迷惑をこうむったにもかかわらず満足度が高くなることがわかっている 7。さら
に、従来の小売りと EC ではカスタマーサービスで起こりがちな問題は異なるが、対応後
の満足度が ECのほうがより高くなる傾向にある。理由の 1つとして「Correction plus (訂
正して追加)」と Forbes らが表現している、問題の対応策として正しく行うと同時に追加
のサービスをしていることがあげられる。例えば異なる商品を発送してしまった場合にそ
れをそのまま無償提供することや (もちろん注文した正しい商品も発送)、無償でアップグ
レードするといった対応がなされている9。これは ECのほうが業務の効率化が進んでいる
ためにかかる追加コストが小さいためと、顔が見えないからこそ誰であっても好印象を持
ちやすい実質的なベネフィットを提供していると考える。 
Goodman らの研究では、顧客エクスペリエンスを向上させることで収益性が向上する
ことわかがっている 8。顧客が問題を経験した時の対応によって、満足なり不満なりを感じ
た結果、次の購入につながるか人に薦めるかという後の行動を分析している。この分析は、
新規顧客の獲得は非常に高くつき、満足している既存顧客に製品やサービスを追加販売す
るほうがより低コストで、さらに自社のことを全く知らない人よりも良い噂を聞いたこと
がある顧客候補に販売するほうが低コストである 8、という重要なことを数値化して示して
いる。先の Forbesらの研究が顧客を調査した結果をもとに分析している一方で、こちらの
Goodmanらの研究は顧客の回答と企業の情報を使用して分析している。 
 
                                                        
9 研究のデータ収集はアメリカ中西部の複数の大学の学生がインタビューで行ったため、アメリカのその地域
の顧客が受けたサービスに基づいている 
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図表 3 トラブルの経験による影響を明らかにする顧客エクスペリエンスの寸評 
 
(出所) ジョン・グッドマン 『顧客体験の教科書』10から筆者再作成 
 
ジョン・グッドマンは 2000年に発表した研究内容を 2014年に書籍化し、2016年には日
本語版が出版されている 10。図表 3ように、カスタマーサービスに寄せられた顧客の疑問
やトラブルからその後のリピート購入や口コミ効果を計っている。ここからさらにいくつ
かの値を変更した結果を示している。1 つ目は企業が顧客満足度を高める対策をとり、満
足するお客様を 50%から 70%まで向上させたときの、かかったコストと収益を計る。2つ
目はより多くの苦情の申し立てをしてもらうよう対策をとり、問題があった場合の窓口へ
の申し立て比率を 25%から 40%に向上させたときの、かかったコストと収益を計る。3つ
目は 1つ目と 2つ目の両方、満足比率の向上と申し立て比率の向上を行う。4つ目はそも
そものトラブルの発生比率を抑える。そして収益性を測るときには、コールセンターにお
ける問い合わせ件数や対応時間の増加、収益の増分だけではなく、口コミによるマーケテ
ィング活動の強化、問題対応が原因となる社員の離職率の低下なども含めている。その結
果、顧客エクスペリエンスの向上によって収益性が高まることを示している。 
 
ここで疑問に思うのは、顧客エクスペリエンスの向上が収益性へ貢献するかどうかやそ
の度合いは、商材やポジショニングによって異なるのではないか。例えば同じパソコンで
あっても、DellとAppleの窓口に求められるサービス内容は異なる。より正確に表現する
                                                        
10 ジョン・グッドマン著 畑中伸介訳 (2016)、『顧客体験の教科書』、東洋経済新聞社、96, 97頁 (Goodman, John 
A. (2014) “Customer Experience 3.0”) 
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と、異なる期待するようなマーケティングをそれぞれ行っている。修理が必要な時、Dell
は店舗を持たずに効率性を重要視しているためオンラインや電話で問い合わせて郵送する
が、Appleでは都市部の一等地に店舗を構えて予約さえすれば長時間にわたってその場で
調べて解決方法を探ってくれる。そしてAppleであっても、かつては直営店ではなく家電
量販店によるサービスで、エクスペリエンスは事業のタイミングによって異なる。事業戦
略によって提供するエクスペリエンスは変わってくるのである。 
 
第三節 マルチチャネル戦略の店舗展開により売上高の向上 
店舗展開を販売チャネルの拡大ととらえた研究もなされている。カタログ通販と EC の
事業が物理店舗をオープンするというマルチチャネルによって売り上げにどのように影響
するのかという研究11では、店舗によって従来のチャネルとのカニバリゼーション12が起こ
るが購入頻度が上がるためにトータルでは約 20%13の売上のインパクトがあるとしている。
1 回当たりの購入金額や返品や交換率は変わらないが、店舗における“Availability Effect 
(手元にあることの影響力)”によってより頻繁に購入することになり、カニバリゼーショ
ンによる損失を超える、売り上げへのプラスの影響があることがわかっている。 
さらに、カニバリゼーションはカタログ通販のほうが EC よりも大きいことは、カタロ
グは雑誌のように楽しむ側面があり、EC での買い物のほうが目的達成のためだろうとし
ている。昨今はインターネット上でも買い物を楽しめるものにしようとしているが、それ
はすなわち効率を下げるものであると述べている。 
EC の成長はその効率性と拡張性に理由があったが、どのような店舗であってもそのコ
ストを超えて事業を成長させることができるのだろうか。そして、店舗に足を運ぶ顧客は
購買行動のどのタイミングだろうか。研究結果にある店舗を出すことによって全体の購入
頻度が上がることに加え、店舗で初めて購入した新しい顧客は、商品やサービスに納得し
た後はより便利なオンラインに移行するのではないかと考える。マーケティングミックス
の 4Psが発展した 7Psでは、Physical Evidenceとして品物に触れることができたり店舗と
いう物理的な空間があったりすることで実態が証明されることが重要であると言われてい
                                                        
11 Pauwels, Koen Neslin, Scott A. (2015) 「Building With Bricks and Mortar: The Revenue Impact of 
Opening Physical Store in a Multichannel Environment」 
12 自社の売り上げが別の自社の売り上げを奪ってしまうこと。共食いの意味。 
13 Pauwelsらの研究の制限事項として、店舗運営には固定費がかかるが、利益についてはデータがないため影
響を試算していない。 
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る。体験により信頼を獲得できた後にオンラインに移行することは、顧客だけでなく企業
にとっても効率が良く、両者にとってメリットがある。店舗があることは新規顧客獲得の
宣伝効果と、信頼によるリピート購入の効果があるのではないだろうか。実務では、どの
顧客、顧客候補にどのようなコミュニケーションをし、どんな行動をしてほしいか、より
効果を出せるように組み立てて改良を続けていく必要がある。 
 
第四節 商材による販売チャネル選択の指向 
EC 事業者それぞれの自社にとっての店舗の意味を理解するために、まず商材による店
舗の意味を理解する必要がある。商品カテゴリーによって EC が好まれるものとそうでな
いものがある。図表 4はオンラインと店舗のどちらで購入するのか好みを調査したサーベ
イ結果である。書籍や音楽でオンラインを好む比率が高いのはどこで買っても同じもので
あることやAmazonの影響が考えられ、生鮮食品で店舗を好む比率が高いのは輸送の温度
管理や個体差が大きいことが考えられる。時計やアクセサリーなどの高価格商品は店舗で
実物を見て試して体験してから買いたい人も多いだろう。 
 
図表 4 オンラインもしくは店舗の購入チャネルの好み 
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(出所) プライスウォーターハウスクーパース(PwC)によるサーベイデータ14を基にした Business Insiderの図表 
 
同一商材であっても状況によってオンラインか店舗に足を運ぶかが変わる。例えば私は、
書籍はAmazonで買うことが多いが、新しいものを探すときは店舗で棚を眺めて手に取っ
て選んで購入することがある。靴はサイズが合うかをきちんと選びたいので試着してから
買うことが多いが、欲しいデザインが見つからなかったときにオンラインで探して買うこ
とがある。そして私の友人は、私と同じ状況であっても異なるチャネルで買うこともある
だろう。同じカテゴリーの商品であっても状況や個人の好みによって変わると考えられる。
その違いの有無を確認するためにアンケートを行った。日用品とこだわり品でオンライン
と店舗のどちらを好むかをオンラインのアンケートで調査した。ここでは、こだわり品を
「人と違うものやいつもと違うもの」と定義して質問した。図表 5では、オンラインを好
む比率が、日用品とこだわり品による商品カテゴリーごとの違いをグラフに示し、また図
表 4のサーベイ結果のオンラインのデータも並べて比較した。 
 
                                                        
14 プライスウォーターハウスクーパース (2017)、「Total Retail 2017, 10 retailer investments for an 
uncertain future」 
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図表 5 買い物でオンラインを好む比率 
 
(出所) 筆者作成 
 
結果は、「服、靴」「スポーツ用品」「アクセサリー、時計」「家具、家庭用品」において
こだわり品と日用品で 10%以上の開きがあり、いずれも日常品のほうがオンラインでの購
入の比率が高く、こだわり品は店舗での購入を好む傾向にあった。調査対象のパネルに偏
りはあるものの、1 人の個人が同じカテゴリーのものの購入であっても、状況によって買
う場所を変えていることを示している。 
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第３章 店舗の位置づけと顧客関係の調査分析の準備 
第一節 店舗の位置づけの読み方：事業者視点の購買行動サイクル 
店舗展開する狙いを分析するために、顧客の購買行動サイクルでフェーズ分けをする。
AIDA、AIDMA、AISAS、AMTULなど対象や時代背景、考え方によって数多くの消費者
行動の段階の表現がある。日本でよく知られているAIDMAは、attention (注意)、interest 
(興味関心)、desire (欲求)、memory (記憶)、action (行動)の消費者の購入に至るまでの各段
階の文字の頭を並べている。AIDMA は大量生産、大量消費の広告戦略でよく使用された
表現である。AMTULはより長期的なプロセスを対象に、aware (知る)、memory (記憶す
る)、trial (試す)、usage (使用する)、loyalty (忠誠、愛着を感じる)という段階を表現してい
る。 
詳細なフェーズ分けをより汎用にするためにシンプルに 4段階とし、また購入した後に
再評価して次の購入につながることから円形にしたモデル図を描く。認知を獲得するとき
に評価した顧客の口コミやレビューによって認知が得られることや、購入に至らなくても
顧客接点を持ち続けることで評価を繰り返す点にも注目している。 
 
図表 6 購買行動サイクルのモデル図 
 
(出所) 消費者の購買プロセスの考え方をもとに、筆者作成 
 
サイクルの最初は「認知」で、広告宣伝によるものの他、知り合い等からの口コミ、イ
ンターネットや SNS 上の宣伝や、オンライン上の口コミである友人等の SNSの情報、第
三者のレビューを読んだりすることで最初に知るフェーズである。「評価」は、より詳しい
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情報を得たり、実際にお店で実際に見たり品定めをするフェーズ。欲しいもしくは必要と
なれば実際の「購入」に至る。購入後は実際にそれを使用する行為の他に、再度確認のた
めに情報を調べたりお店を再訪したりする行動をとる。よい評価だったり場合によっては
悪い評価も、友人に話したり SNSに掲載したりして他者に情報が伝搬することも少なくな
い。このフェーズを「再評価」とする。そして、このステップを事業者と顧客、顧客同士
がコミュニケーションしあいながらぐるぐると回転するのである。 
本研究では店舗展開の位置づけをこの 4つに分類する。例えば宣伝広告に重きを置いて
いれば「認知」とし、EC の弱点を補い実物を手に取って良さを知ってもらうためであれ
ば「評価」、目の前にあるものを買って持ち帰ってもらうためであれば「購入」、買い物の
楽しさやサービスの良さなどで体験後の評価を重要視していれば「再評価」とする。様々
な商材や事業によって、顧客の個人ごとの受け取る情報の意味合いは変わってくるが、そ
れらをこの 4つのステップに分類をして分析をしていく。 
 
第二節 商材と顧客関係の読み方：EC時代に即した顧客関与の分類 
前章で述べたように、商材によってオンラインか物理店舗のどちらかが好まれる傾向が
あることが分かった。しかし、どちらを選ぶかは商材だけではなく顧客個人の選択にもよ
って決定され、また同一商材であっても各事業者の製品の位置づけや戦略によっても変わ
ってくる。その個別の事象に注目するために商材と顧客の関係を示す顧客関与の考え方が
有効だと考える。顧客関与は、1947年に、Sherif and Cantril15により社会心理学の一部と
して研究が始まり、1970 年代後半から 1980 年代に消費者行動として、大量生産のコンシ
ューマー製品やマスマーケティングが盛んだった時代に数多く研究がなされた。そこでは、
10 から 20 近い関与の種別が定義され、それらは関与の原因となる消費者の心理と実際の
行動を階層的に分類したり、個人的要因と刺激や状況などの要素で分類がされたりしてき
た 15 16 17 。 
本研究では、社会心理学の側面よりも企業経営と運営の観点で分類をする。大量生産の
時代から顧客のニーズの多様化が進んだ現在、そして EC が当たり前になった現在では、
好みに合ったものを便利に顧客が選べるようになったため、事業者の戦略に役立つ分類を
                                                        
15 金 成洙 (2014) 「消費者行動研究における関与研究について」、専修大学社会科学研究所月報、No. 616 
16 青木 幸弘 (1990) 「消費者関与概念の尺度化と測定」 
17 堀 啓造 (1991) 香川大学経済論叢 「消費者行動研究における関与尺度の問題」、第 63巻 第 4号 
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試みた。事業者が扱う商材と顧客の関係性と、顧客がどのような状況にありなぜ購入しよ
うとしているのかという観点で分類をした。またこれは、選んで、評価して、購入すると
いった購買行動サイクルや、サイクルのそれぞれのステージにおける EC と物理店舗の強
みにも影響すると考えている。 
 
図表 7 顧客関与の分類 
顧客関与の
種類 
顧客関与の概念 説明 例 特徴 
対象特定的
関与 
製品関与 特定の製品に対する、個人
の欲求や価値との関連性
によって生じる関与。 
x 家族で使用する車を買う 
x 料理に合わせて 10 種類目
の塩を購入した 
これが欲しい、こ
のメーカーのもの
が欲しい、他には
ないもの 
「指名買い」 
長期的関係 
感情的関与、認
知的関与 
その人自身の理想や自身
の表現に、情緒的や美的に
アピールしたい欲求から
生じる関与。製品関与の一
部とすることもある。 
x 流行りの髪形にする 
x 憧れの選手と同じメーカ
ーのゴルフクラブを買う 
コミットメン
ト、ブランドコ
ミットメント 
特定のブランドに対する
個人の関与。特定の立場へ
の関与でもあり、コミット
メントはロイヤルティと
もいわれる。 
x 携帯電話は、次の買い替え
でも iPhoneを買う 
x 車を買うならキャンピン
グカーでないと私には意
味がない(製品の特定のカ
テゴリー対するコミット
メント) 
状況特定的
関与 
購買関与、意思
決定関与、状況
関与、課題関与 
ある状況が、その人の購買
行動に影響して起こる関
与。個人の価値観や、起こ
りうるリスクによって購
買重要性が影響を受ける。
課題関与は購買目的の違
いによって生じる関与。
(状況関与の一部として購
買関与を位置付けたり、状
況関与と課題関与を区別
しない考えもある。) 
x 社長として恥ずかしくな
いスーツを購入する (社
会的リスクによる関与) 
x 忙しく買い物に行く時間
がないので、インターネッ
トで購入する(時間制約に
よる関与) 
x 引っ越しをしたので冷蔵
庫を買い替える 
x 友人のためにパソコンを
選ぶ 
今欲しい、買う理
由がある、機能比
較して選択 
「選択買い」 
短期的関係 
コミュニケーシ
ョン関与 
特定の時におこるもので、
場面特有で一時的に起こ
る関与。特に広告や企業か
らのメッセージに対する
x テレビで寿司対決の番組
を見て食べたくなったの
で、今夜は寿司にする 
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関与。 
(出所) 青木 (1990)、堀 (1991)、金 (2014)の分類をもとに筆者作成 
 
分類を「対象特定的関与」と「状況特定的関与」とした点は、青木 (1990)18 による関与
概念の整理枠組みの考え方をベースにしている。また特徴として挙げた、「長期的関係」と
「短期的関係」とは、「特に永続的関与の製品関与と状況関与の購買関与が消費者行動論に
おいて重要である」とした堀 (1991)19 の関与の定義に関する指摘とも合致する。 
対象特定的関与、特に製品関与では、一般には車や家などは高関与製品で、蛍光灯や電
池などは低関与製品といわれる。製品に関する判断基準は消費者個人の価値基準によって
異なるので、高関与な消費者が多い製品であっても全く関心を示さない消費者もいる20(金、
2014)。また、製品関与は製品ごとに特定されるものではなくその製品に対する個人により
判断されるものであるが、関与の平均値には大きな違いがある 19のも事実である。 
状況特定的関与では、知覚リスクにより購買関与が高まる。知覚リスクとは、それを購
入したらもしくは購入しなかったら受けるかもしれない否定的な結果のことで、消費者行
動論ではそれが購買意思決定に影響するという考え方である21。主に 5 つの知覚リスクが
あげられ、お金と財産への影響度合いの金銭的リスク、必要な機能を満たすかどうかの機
能的リスク、健康など体への影響や効果による身体的リスク、自尊心や自信に影響する社
会的リスク、地位や自尊心 (罪悪感を覚えるような贅沢品) による「心理的リスク」があ
る。 
 
第三節 チャネルと顧客関係の読み方：顧客関与による ECと店舗の優位性 
前節の分類に EC と店舗の違いを当てはめ、事業戦略に活かせるようそれぞれの優位性
を整理する。ECと店舗の、それぞれの強みと弱みを、購買行動サイクルごとに挙げる。 
 
                                                        
18 青木 幸弘 (1990) 「消費者関与概念の尺度化と測定」 
19 堀 啓造 (1991) 香川大学経済論叢 「消費者行動研究における関与尺度の問題」、第 63巻 第 4号 
20 金 成洙 (2014) 「消費者行動研究における関与研究について」、専修大学社会科学研究所月報、No. 616 
21 Solomon, Michael R.著 松井剛ら翻訳 (2015)、『ソロモン消費者行動論』、丸善出版、421頁 
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図表 8 購買サイクルごとの EC と店舗の強みと弱み 
 認知 評価 購入 再評価 
ECの強み 条件に当てはまる顧客
層にリーチしピンポイ
ントに誘導 
検索、豊富な情報量 いつでもアクセス可
能 
CRM を使ったデータ
に基づいた関係構築 
ECの弱み 誘導しないと集まらな
い 
一方通行の情報 あとでも買える 無機質に感じる 
店舗の強み 商圏内の新規顧客獲
得、路面店の場合の広
告効果 
対面サービス、実際
に触れられる 
今すぐ購入可能 場を使った高揚感の
演出や心理的な関係
構築 
店舗の弱み 商圏の限界 関係が近すぎる、プ
レッシャー 
行かないと買えない データを集めづらい 
(出所) 筆者作成 
 
これは、主に BtoCの事業者の事業戦略等に関する情報、筆者の BtoBマーケティングの
経験や、担当した CRM/ERP製品関する知識をもとに作成した。そして、分類した顧客関
与ごとに、購買サイクルという視点で ECと店舗のメリットを整理する。 
 
対象特定的関与と購買サイクル 
特徴：これが欲しい、このメーカーのものが欲しい、他にはないもの、「指名買い」、長
期的関係 
 
図表 9 対象特定関与と購買サイクル 
 
認知 評価 購入 再評価 
特性上すでに優位性が
あるステップ 
 ✓ 
評価済み 
  
補うべき重要なステッ
プ 
(長期的な関係のため
優先度が低い) 
 ✓ 
今買う理由付け 
✓ 
ファンになる 
(出所) 筆者作成 
 
z ECのメリット：動的にキャンペーンの提示、データを使ったパーソナライズしたコミ
ュニケーションが可能 
z 店舗のメリット：場があり対面でコミュニケーションすることで、買い物の楽しさや
20 
 
信頼感、長期的な関係性構築が可能 
 
 
 
対象特定的関与には、一言でいうと「指名買い」という特徴がある。したがって、評価
のステップはすぐにクリアして次へ進めることになる。そのため、特に購買行動サイクル
の後工程で、EC や店舗のメリットを活かすことでより良い顧客関係を築くことが可能に
なると考える。 
 
状況特定的関与と購買サイクル 
特徴：今欲しい、買う理由がある、機能比較して選択、「選択買い」、短期的関係 
 
図表 10 状況特定関与と購買サイクル 
 認知 評価 購入 再評価 
特性上すでに優位性
があるステップ 
  ✓ 
今欲しい 
 
補うべき重要なステ
ップ 
✓ 
アクセス性、候補に
なる 
✓ 
比較検討 
 (短期的な関係のため
優先度が低い) 
(出所) 筆者作成 
 
z ECのメリット：検索、デジタルマーケティングによるピンポイント対象顧客の誘導、
豊富なコンテンツ提供による比較検討が可能 
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z 店舗のメリット：広告効果による新規顧客獲得可能。物理的に目の前に商品があり
すぐに購入可能、接客による商品説明 
 
 
 
状況特定的関与には、一言でいうと「選択買い」という特徴があり、目的があり現在必
要としている状況にある。したがって、購入のステップは比較的容易にクリアできるが、
そもそも探している段階で候補にならなければならない。購買行動サイクルの前工程で EC
や店舗のメリットを活かすことでより多くの顧客を獲得することができると考える。 
長期的関係の傾向にある対象特定的関与の事業では、時間はかかるものの一旦関係が築
かれれば短期間で顧客が離れて事業が立ち行かなくなる可能性は低いと考えられる。一方
短期的関係の傾向にある状況特定的関与の事業では、短期間で成長できる可能性が高いと
考えられる。事業運営の早い段階では、商材の特性に合った製品の特性や、顧客の状況に
あった課題解決をアピールすることでアプローチするのが効率が良い。次の段階のある程
度浸透しきっ手次の手段が必要になったときに、異なる特性をアピールし新しい顧客層を
開拓するのが有効ではないだろうか。 
 
そして、事業者が店舗展開を考えるときの重要な前提として、Direct to Consumerのビ
ジネスモデルであれば、EC のメリットを最大限に生かすことが先決である。Direct to 
Consumer であるにも関わらず EC のメリットを活かせずに事業を行っている場合には、
のちに店舗展開をしても成功しないか、もしくはそこに至らない可能性が十分にある。デ
ジタルマーケティングで十分に顧客にリーチを仕切っていないうちに店舗展開をすると、
22 
 
顧客のカニバリゼーションが自社内で起こり、利益率の高い EC ではなく高コストな店舗
経由の顧客となってしまい、全体では成長が鈍化するのではないだろうか。この分類が、
店舗展開をすべきかどうか、自社の商材の特性の理解と事業運営の進捗の確認に有効かど
うかを調査分析して検証する。 
 
23 
 
第４章 実践する企業における店舗展開の調査と分析 
第一節 分析方法 
第一項 対象企業の選び方 
店舗出店の位置づけをはかるために、無店舗でビジネスを始め後に店舗出店をした企業
を選ぶ。また、顧客との関係性の観点で、類似他社との差別化や多様な個人の嗜好に沿っ
た製品こだわり品といった特長をもつ事業を選ぶ。また、特に日本ではDirect to Consumer
の事業は十分な情報が得られる企業がまだ少ないため、海外の事例調査を行う。そして、
Direct to Consumerと無店舗という共通点があるカタログ通販で、時間をかけてすでに成
熟した事業を取り上げる。 
 
第二項 商材の特性と店舗の位置づけを分類 
商材の特性による狙いの違いを分類するために第３章の第二節と第三節で述べた「対象
特定的関与」の商材か、「状況特定的関与」の商材かに分類し、購買行動サイクルにおける
店舗の位置づけを比較する。 
Direct to Consumerの事業は、その店舗がない強みとデジタルマーケティングの強みを
生かして、デジタルの世界で事業を行ってきた、それに店舗が加わることで、事業の回転
速度が上がることを狙っているはずである。新たに加わる各社の店舗の位置づけと比較す
ることで、第３章の第三節で述べた EC と店舗の強みを生かしてその事業にとって有効な
店舗展開を行っているかどうかを評価する。 
 
図表 11 店舗展開前後の購買行動サイクルのモデル図 
 
(出所) 筆者作成 
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第三項 店舗の位置づけと事業運営の状況を比較 
購買行動サイクルにおける店舗の位置づけは、事業の成熟度合いによって異なるのでは
ないかと考え、関連性を相関係数で計る。 
相関関係を計るために店舗の位置づけを数値化する。最初にインタビューもしくは二次
情報のインタビュー記事から各社の店舗の位置づけが購買行動サイクルの 4段階のどこに
重きを置いているか1つもしくは 2つを選定する。主目的が明確であれば 1つのみを選び、
副次的な目的があることがわかれば 2つ目を選ぶ。そのとき、店舗の立地がデパート内の
テナントであれば、人通りが多く来店者は何かしらの意図をもって来店していることから、
少なくとも「購買」の段階は主か副かいずれかに選定する。そして、購買行動サイクルの
早いほうから「認知」=1、「評価」=2、「購入」=3、「再評価」=4とし、さらに主を 2、副を
1 の重みづけをして掛け合わせてスコアを出す。これによって、店舗の位置づけが購買行
動の早い段階でから後の段階に従って値が大きくなるよう数値化できる。 
このスコアと、売上高や事業開始からの経過年数、店舗開始からの経過年数などのいく
つかの事業ステージの指標を比較し評価する。 
 
第四項 前提条件 
前提条件として、各社は店舗出店時や現在、それぞれの時点で彼らにとって最適な手法
を選んでいると想定する。方針変更もしくは変更予定の情報とその理由が得られたオイシ
ックスや Shoes of Preyはその背景等を分析に含める。 
本分析の要素には利益を計るためのコストを含めていない。コストのデータが得られな
いという背景にあり、上記のように各社がその時点で最適な手法を選んでいると想定する。
無店舗の事業が店舗を持つことは大きな投資であるが、店舗単独で赤字でも総合的な収益
性や将来のための投資と判断することがあり、その時点での最適な経営上の意思決定であ
ることを前提とする。 
 
第二節 企業調査と分析：インタビュー 
第一項 オイシックス 
事業概要 
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事業名 オイシックス 
事業内容 食料品 
URL https://www.oisix.com/ 
事業開始時期 2000年 6月 
売上高 230憶 1,678万円 (2017年 3月期)22 
運営会社 オイシックスドット大地株式会社 
株式公開、資金調達状況 マザーズ上場 
特徴 安全な食料品 
宅配サービス 
 (出所) オイシックスドット大地株式会社のWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2010年 10月 (事業開始 10年 4か月後) 
店舗開始後経過期間 7年 2か月 
最新店舗数 27店 (2017年 12月時点、2店の直営と 25店の他のスーパー
店内コーナー、大地を守る会を除く) 
店舗の位置づけ 認知拡大、販売促進 
店舗の立地 直営店とスーパー店内コーナー 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 ✓ プレミアム品 
 状況特定的関与 － 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 ★★ 
 評価 － 
 購入 ★ 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
                                                        
22 オイシックスドット大地株式会社 2017年 3月期有価証券報告書 
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オイシックスが販売するオーガニック野菜やすぐに調理できるミールキットなど、食材
の中ではプレミアム品のため、わざわざその商品を購入するという対象特定的関与の事業
である。 
 
 顧客関与分類：対象特定的関与 (プレミアム品の「指名買い」) 
 店舗の位置づけ：「認知」重視で伸び悩み、今後は「再評価」である店舗での体験や
会員情報を活用したネット店舗の連携にシフト 
 
したがって、「対象特定的関与では購買行動サイクルの前半工程よりも後半工程が重要」
という、第３章第三節の顧客関与と購買行動サイクルの関係と合致する。 
 
図表 12 オイシックスの顧客関与と店舗の補完関係 
 
 (出所) 筆者作成 
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オンライン事業で、短期間で大きく成長したオイシックスが、これまで会員情報を店舗
向けに利用せず、さらに店舗の顧客をオンライン化する活動をしてこなかったことは、店
舗が伸び悩んだ理由の 1つであり大きな損失だったのではないかと考える。物理的に店舗
に来店する顧客の情報をデジタルに使えるデータとして獲得することは容易ではないが、
限定品の販売や割引などで登録を促し、いったん CRM に情報獲得ができればその後のエ
ンゲージに非常に強力な資産となる。 
さらにもう 1つ考えられるこれまでの店舗における苦労の理由は、デパート内の大型店
は広告効果があったと考えられるが、隣接する他店にあるすぐに食べられるお惣菜や品ぞ
ろえが豊富な食材店と比較されると購買につながりにくかっただろうと考える。 
本分析では、どれだけ“比較されずに名指しで”オイシックスの商品を買いに来る顧客
を増やせるかが成功要因の 1つと考えられる。そしてまさに、店舗の活用方法を、買い物
を楽しいものにし、オンラインとオフラインを回遊してもらうように変化しようとしてい
るとのことで、今後のオイシックスの変化に注目をしたい。 
オイシックスの分析の基礎となったインタビュー内容を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報 (インタビュー) 
z 店舗は独立した別事業。赤字もしくはようやくトントン 
z 店舗の売上高は、全体の 10%もない 
z これまでは、ECの会員情報は店舗で利用していなかった 
z 単なる八百屋をやっていた、だからうまくいかなかった 
z 自分たちはネット企業なので、店舗づくりは百貨店や成城石井にはかなわない 
z 認知が弱い段階で、安易に大型店を出してしまっていた 
z 今後はネットを活用した店舗づくり 
z 小型店を出していく 
z 最終的にはオンラインに来てもらう、単価の上昇、1 回当たりの量が増加、リピー
トがしてもらいやすい 
z 現在ミールキット(下準備済みで短時間調理で食べられる食材)が売れている。売り
上げの半分以上がミールキット 
z 主な顧客は、母初心者、料理初心者 
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z ただ、時短に対する罪悪感がある、スーパーに並んでいると違和感がある 
z キープロダクトのミールキットを軸に、売り方を試す。オフィスビルへの移動販売
や自動販売機などが考えられる 
z 店舗における買い物の快楽性とネットにおける快楽性があると考える 
z 満足度はNPSの次にくるエンゲージメントの指標で測りたい 
回答者：オイシックスドット大地株式会社 執行役員 統合マーケティング部部長 奥谷孝司
氏 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 当社は「より多くの人の豊かな食生活の実現」を掲げ、2000年より食品 EC サイト
「Ｏｉｓｉｘ」を運営しており、購入経験者数は 100万人を超えています。しかし、
自然食品のニーズはあるものの、インターネットのチャネルだけではサービスを利
用できず、不便を感じるユーザーもいます。また、ネットと店舗両方あることで効
果的な認知拡大や販売促進などのシナジーも見込めるため、2010年より店舗展開を
開始しました。 (2014年 1月、PR TIMES、下線筆者) 
z 野菜宅配のオイシックスが、インターネットと実店舗を融合させる「オムニチャネ
ル」に挑んでいる。10万人を超えるネット通販の会員にクーポンを配信したり、ア
プリでポイントを付与したりして、自社の運営する実店舗への集客をはかる。逆に
ネットが苦手な高齢者らに実店舗でアプローチし、通販の利用を促す考えだ。(中略) 
現在、オイシックスの収益の大半はネット通販によるもの。実店舗を出すのは「ネ
ットになじみの薄い高齢者や、会員の買い足し需要を取り込む手段になる」（統合マ
ーケティング室の辻本亮氏）とみているからだ。 (2016年 4月、日経新聞(オンライ
ン記事)、下線筆者) 
z ARPU (average revenue per user、会員 1人当たりの月間売上高)は、会員ベースの
拡大の伴う低頻度利用者数の増加により、前期比微減 (2017年 3月期決算説明資料) 
 
第二項 オルビス 
事業概要 
事業名 オルビス 
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事業内容 化粧品 
URL https://www.orbis.co.jp/ 
事業開始時期 1987年 5月 
売上高 546億 8,500万円 (2016年 12月期)23 
運営会社 オルビス株式会社 
株式公開、資金調達状況 株式会社ポーラ・オルビスホールディングス 100%子会社 
特徴 基礎化粧品 
安心、安全 
環境配慮 (簡易包装、リフィル) 
(出所) オルビスとポーラ・オルビスホールディングスのWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2000年 8月 (事業開始 13年 3か月後) 
店舗開始後経過期間 17年 3か月 
最新店舗数 117店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ 開始時：販売チャネル 
現在：ブランディング 
店舗の立地 デパート内テナント 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ 機能・効果、安全性 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 ★★ 
 評価 － 
 購入 ★ 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
                                                        
23 株式会社ポーラ・オルビスホールディングス 2016年 12月期有価証券報告書 
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化粧品としての効果があり高品質ながらも手ごろな価格という、他社と比較したうえで
選ばれる状況特定的関与の事業とする。 
リピート購入の顧客はブランドコミットメント、友人の勧めという認知や製品の関与が
一定の顧客との関係ではあるが(いずれも対象特定的関与)、化粧品は一般にスイッチング
コストが高いため、継続時よりも重要なスイッチ時に注目した。スイッチ時には効果と価
格とブランドが購入判断に大きく影響し、それらを複数の候補を比べて選択をされること
が多いため、比較したうえで選ばれる状況特定的関与と判断とした。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与(機能・効果、安全性による「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「認知」の広告効果を狙った新規顧客獲得 
 
したがって、「状況特定的関与では購買サイクルの前半行程が重要」という、第３章第三
節の顧客関与と購買行動サイクルの関係と合致する 
 
図表 13 オルビスの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
店舗開始時に、すでに 100万人もの通販のアクティブ顧客があり十分なペネトレーショ
ン24の状態にあったことは、通販の顧客になりえる人の多くはすでに顧客になっていると
考えられる。その点と、通販でリーチできない顧客層が当時 3、4割もいたことは、通販と
店舗の顧客の自社内カニバリゼーションが少なかったと考えられ、その点で成功と言える。
                                                        
24 市場への浸透、普及 
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オルビスの店舗展開は、新規顧客獲得の目的である。そして、通販で培った顧客情報の重
要性の経験が理由と考えられるが、限定品や会員割引等で、通販顧客の店舗への誘導と店
舗顧客をより低コストの通販やオンラインへの誘導したことは、収益を最大化するのに大
きく貢献したもう 1つの成功と考えられる。 
また、通販での顧客獲得は新聞広告と雑誌広告が中心だったため、効果や成分をきっち
り説明し正しく伝えることが大事だったとのこと。そのため“比較検討に非常に強かった”
と考えられる。「選択買い」に強い事業が店舗で大きな認知を獲得できたことで、購買行動
サイクルの流れは非常にスムーズに流れ、それが 2000年の店舗開始後のオルビスの成長の
強力な動力源となったのだろう。 
オルビスが店舗展開をした 2000年当時はまだスマートフォンもなく、ECを行っていな
かったが、無店舗という側面ではDirect to Consumerと共通する。通販事業を 13年間行
い十分な事業規模になった時点で店舗展開をし、その後も順調に成長した企業であり、時
間軸の尺度こそ違うものの、店舗の位置づけや店舗と通販/EC と店舗の特徴を活かした顧
客関係とづくりと売り上げへつなげる施策は、EC 事業者が参考にできる要素が非常に多
くあるだろうと考える。 
オルビスの分析の基礎となったインタビュー内容を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報 (インタビュー) 
z 通販ではリーチできない顧客層がある、そのために店舗展開 
z 2000年当時では 3, 4割が、良いものであっても通販では買わないという顧客層だっ
た 
z 返品交換、サンプルがあったとしてもその場で買いたい、お客様からの声があった 
z 化粧品を日用品と思う人は通販でよい。化粧品はファッションの一部で、美容部員
さんに説明してもらい楽しく買い物をした結果の購入という顧客がいる 
z 店舗で信頼してもらったら、通販やオンラインに誘導 
z 丸井出店だったため広告効果が高かった、新規顧客獲得 
x カジュアルファッション中心の丸井と組むと単価が低いメイクに流れる心配があ
ったが、結果としてスキンケアが売れた。 
x 店舗出店当時、通販の 100 万人のアクティブ顧客がいた。その顧客を店舗によん
だ 
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x 丸井にとっても、オルビスの 40代近い新たな顧客層となった 
x リップクリームという、その時に好評だったキープロダクトがあった 
z 1 年後には月商 1 千万円というお店もあった、通販顧客が無ければその 3倍の時間
がかかったのではないか 
z 既存顧客層をうまく活用 
z 通販顧客は新聞広告と雑誌広告の 2つの層があった。読んで理解して買う特性あり 
z 通販ではより正しく伝えることが大事だったけれど、店舗では積極的なトークが重
要となった 
z 想定外の効果として、信頼が増した 
x (広告を出す) 新聞社や雑誌社からの信頼。丸井で成功した後に他のデベロッパー
から 
x 社員の採用での信頼。特に丸井だったため新卒採用で効果が大きかった 
z 化粧品で 100憶の企業はあるけれどやはり壁がある、そのためには店舗が効果的 
z 今後デパートはショールーム化 
z デジタルネイティブは店員さんの話を聞きたいと思っていない。買ったら持ち帰ら
ずに配送してほしい 
z 今は商品(そのものの良さ)とお店とWebでブランドづくり。昔はドラッグスストア
の棚に並べてテレビ CM流せばブランドが作れた。 
z 広告宣伝効果がある。テレビやオンライン広告が信頼されなくなると、店舗自体が
広告となる 
回答者：オルビス株式会社 通販営業部長 元木正城氏、取締役 商品・通販事業担当 小林
琢磨氏 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z ブランド再構築の中では、その一環として顧客への"メッセージ性"を強化。昨年１
月には、これまでポーラ化成工業で容器デザインなどを行うデザインチームを各事
業会社に編入、マーケット寄りに移した。商品やカタログにおけるブランドの世界
観や統一感を横串で見るほか、店舗もＶＭＤ（ビジュアル・マーチャンダイジング）
戦略の転換や販売員の接客力強化に取り組んでいる。現在、既存店の売上高は前年
比５％増と堅調に推移する。(中略)  
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──マス広告をあまり活用せず、流通戦略も展開していない。理由は。 
「ダイレクトセリングだからこそお客様に提供できる価値を直接伝えることができ
る。やみくもな売り上げの成長だけを追求することは考えていない。長く使い続け
てくれるお客様を着実に増やし、着実な成長、収益性の確保を図る」 
──企業ブランド確立の点では、マス広告展開していないことがマイナスに働くの
ではないか。 
「ブランドの認知そのものは低く、何をやっている会社か分からないという弱さは
ある。その点は顧客とのコミュニケーションの中で理解してもらう努力は必要だと
考えている。その意味で店舗事業の強化がこの点を補うことにもなる」(2015 年 4
月、通販新聞、文中鍵括弧内代表取締役社長阿部氏(当時)コメント、下線筆者) 
 
第三項 ファクトリエ 
事業概要 
事業名 ファクトリエ 
事業内容 アパレル 
URL https://factelier.com/ 
事業開始時期 2012年 1月 
売上高 非公開 
運営会社 ライフスタイルアクセント株式会社 
株式公開、資金調達状況 非公開会社 
特徴 工場直販 
日本製 
(出所) ファクトリエとライフスタイルアクセント株式会社のWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2014年 12月 (事業開始 2年 11か月後) 
店舗開始後経過期間 2年 0か月 
最新店舗数 5店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ ショールーム (コアなファンによる口コミ) 
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店舗の立地 オフィスビル内もしくはショッピングモール内 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ 日本製、高品質 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 － 
 購入 － 
 再評価 ★★★ 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
ファクトリエは、日本製で高品質という差別化要素を持つスタンダードなデザインのフ
ァッションアイテムのため、「欲しくなくても買ってしまう」よりも「今欲しいからファク
トリエで買う」という状況特定的関与の事業である。 
顧客の中核にいるファンはファクトリエのコンセプトに共感しているため、ファクトリ
エというブランドを指名して購入する対象特的要素もあると考えている。一方で多数の顧
客はどのような特性を持っているかどうかのために取扱商品を見てみると、メンズ、レデ
ィース、ベビー向けの 700点近い商品をそろえ、より多くの人に選ばれやすいスタンダー
ドなデザインが多いことから、デパート等に流通している商品と比較をしたうえで日本製
であることや品質でファクトリエを選ぶ顧客が多いと考え、状況特定的関与とした。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (日本製、高品質の差別化要素を持つ「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「再評価」をするファンのための店舗づくり、ファンからの情報拡
散 
 
何よりもファンのため、よりファクトリエを好きになってもらうための店舗だという思
いが、山田氏から強く感じられた。インターネット上の広告も行ってはいるが、直接的な
マーケティングではなくファンを経由することで、より共感しあう顧客獲得のための店舗
への投資ということがわかる。ファンに強力なマーケターになってもらい、誘われた新た
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なお客様が受け入れやすい品ぞろえにしている、このようなサイクルでファクトリエのビ
ジネスが回っていると、ファンづくりと商品の品ぞろえから分析できる。 
インタビューからは店舗の位置づけが購買行動サイクルの後半だと分かったが、一方で
最近の出店の立地がショッピングモールであり、さらにデパートにおける催事の頻度が高
いことから、認知から購買につなげる活動が行われサイクルの前半が強化されていること
がわかる。東京のショールームと熊本の本店路面店に続く名古屋や台湾ショッピングモー
ル内であり、百貨店やデパートでの催事やイベント開催は 2017年 1年間で 19回開催して
いる25。したがってファクトリエでは店舗を、購買行動サイクルの前半から後半にわたり
あらゆる側面で活用していることがわかる。 
 
図表 14 ファクトリエの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
これは、分析結果の仮説をもとにした推測であるが、事業ステージがさらに進み顧客が
増え時に、現在の販売を行わないショールームの形態から販売目的の店舗へ転換し増やす
ことで、事業を成長させられる可能性があると考える。ファクトリエはより多くの人が買
いたいと思える商品を取り揃えているため、購買行動サイクルの後工程に強みを持ってい
る。そこへ認知の獲得と販売チャネルの拡大によって購買行動サイクルの前工程にドライ
ブがかかり、事業の拡大が狙えるためである。 
ファクトリエの分析の基礎となったインタビュー内容を以下に記す。 
                                                        
25 ファクトリエWebサイトのニュースの催事開催案内の件数 
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店舗展開に関する定性情報 (インタビュー) 
z 店舗(ショールーム)展開は圧倒的なファンのため。自社のことをもっと好きになっ
てもらいたい。 
z 店舗展開によってコアなファンの数が増えている。コンシェルジュの丁寧な接客と
店頭でのイベントによりよりファンになっていただけている。 
z コアなファンによる口コミ SNS拡散などで新規のお客様が増えている。お客様の紹
介やお友達を連れて店舗に来店されたり、来店や商品の感想を SNSなどで投稿した
りしてくれる。 
z 店舗を構えたきっかけは、お客様に職人の想いを直接伝える場を作りたかった。フ
ァクトリエの世界観をリアルに感じていただける場が欲しかった。 
z お客様から、実物を見たいという要望があったから。サイズの不安や着心地を実際
に試したいというご要望があった。 
z お客様と直接会話することで、次の商品開発に役立つから 
回答者：ライフスタイルアクセント 代表取締役社長 山田敏夫氏、一部アンケート形式で
広報ご担当者 
 
第四項 MITA-CLUB 
事業概要 
事業名 MITA-CLUB 
事業内容 文房具 
URL http://www.mitaclub.co.jp/ 
事業開始時期 1995年 
売上高 非公開 (5.7 億円 (2015 年度)のうち半分以上は他の事業の売り
上げ26) 
運営会社 有限会社三田三昭堂 
株式公開、資金調達状況 － 
特徴 他にはないこだわりの商品 
(出所) MITA-CLUBのWebサイトをもとに筆者作成 
                                                        
26 売上比率はインタビューより 
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店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2016年 6月 (事業開始 20年後) 
店舗開始後経過期間 1年 6か月 
最新店舗数 1店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ ブランディング (メーカーの信頼とファンによる口コミ) 
店舗の立地 路面店 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 ✓ 自社オリジナル品 
 状況特定的関与 － 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 － 
 購入 － 
 再評価 ★★★ 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
贅沢品というレベルの品質やこだわりの文房具であるため、対象特定的関与の事業とす
る。 
 
 顧客関与の分類：対象特定的関与 (自社オリジナル品の「指名買い」) 
 店舗の位置づけ：「再評価」をするファンや信頼獲得のため 
 
店舗展開を決めた最初のきっかけは取引先との信頼関係とのことだったが、1 年の後に
はコアなファンが集まる場となっている。しかも週末限定の営業という希少価値とストー
リーを伝えることを最も重要視されている三田氏により、文房具専門雑誌や文房具専門ブ
ログで広く情報拡散をする文房具好きのファンが来店し、結果的にマーケティングを代行
してくれるエコシステムの一部となっている。 
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図表 15 MITA-CLUBの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
またMITA-CLUBの店舗展開前は、一般に流通する手ごろな価格の文房具を名入れ等に
より値引きせず販売するサービスが中核である。高級文房具によるブランディングで信頼
を獲得し、顧客にとって手ごろでありながら事象者にとっては利益率の高い事業で広いす
そ野を獲得しているという、2つの事業の階層があることも特徴である。 
MITA-CLUBの分析の基礎となったインタビュー内容を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報(インタビュー) 
z 店舗を開いた目的は、存在意義を高めるため。メーカーの信頼を得るため。実はお
客様は目的の最後だった。売り上げを作るよりもストーリーを作る。文房具はコモ
ディティ化しているものだから、いい器を作っていい材料を並べる、その前にいい
素材を仕入れなければいけない。 
z 店舗での売り上げは目的にしていなかったけれど、オープン後約 1年半で、売り上
げが伸びた。店舗ではオリジナル商品などの高い利益率のものを販売できるため、
利益率も高まった。 
z 店舗にコアなファンのお客様が集まり、ブログ等で口コミの情報拡散をしてくれる
おかげで、新規顧客が増えた。雑誌掲載の影響力が大きいが、店舗が無ければ掲載
もなかった。 
z 既存のペンのネット販売が 30%伸びた。利益率では 3倍になった。ネット販売でも
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高価格帯が売れるようになった。 
回答者：有限会社三田三昭堂 代表取締役 三田英彦氏 
 
第五項 リノレア 
事業概要 
事業名 リノレア 
事業内容 ファッション 
URL http://scarf.co.jp/ 
事業開始時期 2016年 
売上高 非公開 
運営会社 合同会社Armonia 
株式公開、資金調達状況 － 
特徴 髪を失くした女性のためのスカーフ 
(出所) リノレアのWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 未展開 
店舗開始後経過期間 － 
最新店舗数 0店 
店舗の位置づけ 店舗なし (認知のために病院等にパンフレット設置) 
店舗の立地 － 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 ✓ 他にない製品 
 状況特定的関与 － 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 ★★★ 
 購入 － 
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 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
他にはない髪の悩む女性のための他にないアイテムという、対象特定的関与の事業であ
る。 
 
 顧客関与の分類：対象特定的関与 (他にない製品の「指名買い」) 
 
病気等で髪を失ってしまった多くの女性はウィッグを使用しているが、もっとおしゃれ
で手入れがしやすく、生活を楽しむためのアイテムを角田氏が開発をした。髪に悩む人の
課題解決、状況特定的関与の 1つである課題関与の側面はあるが、ウィッグの代用品とい
う位置づけではなく、生活を楽しみファッションアイテムとして、他にないものというの
がリノレアのスカーフの特徴である。 
 
図表 16 リノレアの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
店舗を持つことよりも、病院等の必要としている人が集まる場所へ商品を置き手に取っ
てもらうことを重要視している。インタビューでは、創業間もないために認知向上が現在
の主な取り組みであると理解したが、顧客関与の観点では、購入につなげることが重要で
はないかと考える。実際に、EC の弱点である実物が手に取れない点を、病院や展示会等
の場で補い、購入の機会を増やす活動を行っている。 
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リノレアの分析の基礎となったインタビュー内容を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報 (インタビュー) 
z ECの販売が中心のため、そこへの流入のために医療系の展示会や病院にパンフレッ
トを置いてもらう。今後は実物を置いてもらう。 
z 実物を手に触れてもらいたい。 
z 抗がん剤の患者さん向けにはアピアランスケアという仕組みがあり、そこで触って
試してもらう。試すにはウィッグを外せるスペースが必要。 
z サンプルを郵送可能であるが、面倒なために注文してもらえない 
z リピート購入のリクエストが多い。 
回答者：Armonia 代表 角田真住氏 
 
第三節 企業調査と分析：事例研究 
第一項 DIFFERENCE 
事業概要 
事業名 DIFFERENCE 
事業内容 オーダーメイド男性スーツ 
URL https://difference.tokyo/ 
事業開始時期 2016年 10月 
売上高 非公開 
運営会社 株式会社コナカ 
株式公開、資金調達状況 株式会社コナカ(東証一部上場)の 1つの事業 
特徴 スマホでオーダースーツが作れる 
オーダースーツだが低価格 
短納期 
国産 
(出所) DIFFERENCEと株式会社コナカのWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
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店舗展開開始時期 2016年 10月 (事業開始時) 
店舗開始後経過期間 1年 2か月 
最新店舗数 48店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ 採寸(採寸のために初回来店が必要) 
店舗の立地 路面店 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ スマホでオーダー 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 ★★★ 
 購入 － 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
スマホで簡単に注文できる点は利便性重視の状況特定的関与の事業である。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (スマホでオーダー可能な「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「評価」につながる専門家による精度の高い採寸 
 
図表 17 DIFFERENCEの顧客関与と店舗の補完関係 
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(出所) 筆者作成 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 「（コナカの）商品のディレクションもするようになって気づいたのは、スーツで一
番大事なのはサイズだということです。サイズが 5ミリ違えば、見た目も着心地も
変わる。どんなに良いブランドのスーツを着ていても、サイズが合っていなければ
全然格好良く見えません」 
「だから、店に一度は来て、プロに肩幅など必要なサイズを測ってもらい、信用で
きるデータを元にカスタマイズしたほうがいいと考えました。もう一着ほしければ、
そのマイデータを使ってスマホで微調整もでき、店で試着する必要はありません」
(中略) 
店舗では、常に約 130種類の生地のサンプルを用意し、ジャケットとパンツで違う
生地を組み合わせられるなど、消費者のさまざまなニーズに応えられるようにして
いる。多くの生地を用意する一方、ディファレンスでは、オーダーメイドだからこ
そ大きな店舗を必要としない。生地の見本を置いたり、スタッフと来店客が会話し
たりできるスペースを確保するだけでよく、配置する人員も少なくていいのだ。だ
から、店舗を増やしやすい。近い将来、100店舗、売上高 150億円、営業利益 15億
円の達成を目指しているという。(2017年 7月、BuzzFeed News、文中鍵括弧内ト
ータルプロデューサー 佐藤可士和氏コメント、下線筆者) 
z 「一般的な話ですが、インターネットで服を購入する際に、お客さまが気にされる
点は『服のサイズ感と仕上がりイメージ』です。そのため、DIFFERENCEでは必ず
1回は来店していただき、店舗で採寸するというスキームにしてあります」（中嶋氏）
(中略) 
 一般的な紳士服チェーン店の場合、坪当たりの年間平均売上は 100万〜200万円ほ
ど。しかし同社は、1000万円超と約 5倍から 10倍の売上を誇っているのだ。なぜ
これが実現できるのか。中嶋氏は次のように語る。 
「オーダーメイドは、店舗で服の在庫を持たないため店舗面積も少なく済み、坪当
たりの売上が高くなります。既製品を販売する場合には在庫量が売上を左右します
が、DIFFERENCEはオーダー体験が提供できるスペースがあれば店舗を営業でき、
在庫スペース分を接客スペースに割けるのです」(2017年 10月、ボクシルマガジン、
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文中鍵括弧内コナカディファレンス事業部ゼネラルマネージャー中嶋傑氏コメント、
下線筆者) 
 
第二項 LaFabric 
事業概要 
事業名 LaFabric 
事業内容 オーダーメイド男性スーツ 
URL https://lafabric.jp/ 
事業開始時期 2014年 2月 
売上高 非公開、推定約 9,788万円27 
運営会社 株式会社ライフスタイルデザイン 
株式公開、資金調達状況 非公開会社、総額 12億 4,000万円調達28 
特徴 高品質 
ライフスタイルに合わせられる 
データを集める 
(出所) LaFabricと株式会社ライフスタイルデザインのWebサイト等をもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2014年 2月 (事業開始時) 
店舗開始後経過期間 3年 10か月 
最新店舗数 7店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ EC で服を買う行為の体験スポット (採寸のために初回来店
が必要) 
店舗の立地 5 店がデパートかショッピングモール内テナント、2 店が路
面店 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
                                                        
27 D&B Hooversのデータベース内 LaFabricの情報、1米ドル=112円換算 
28 Crunchbaseの LaFabricの情報 
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 状況特定的関与 ✓ スマホでオーダー 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 ★★ 
 購入 ★ 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
DIFFERENCE と同じくスマホで簡単に注文できる点は利便性重視の状況特定的関与の
事業である。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (スマホでオーダー可能な「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「評価」につながる専門家の採寸と、「購買」につながるデパート
内テナントという立地 
 
図表 18 LaFabricの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
店舗展開に関する定性情報 (講演) 
z 2期連続 300%成長 
z 店で買わない率、EC率 90%以上 
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z 平均リピート率、非公開だがトップクラス 
z 平均リピート日数 40日 
z 30日後にお届け --- 届いてすぐに次を購入 
z 平均原価率 50%、業界平均 25-30% 
z 今後の計画は、AOKIやコナカレベルの数千億円を目指す 
z 海外展開する 
講演者：ライフスタイルデザイン 代表取締役社長 森雄一郎氏 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z ライフスタイルデザイン代表取締役の森雄一郎氏は、「リアル店舗は自社製品の体験
スポットという位置づけだ。店舗に来る顧客はオンラインで服を買ったことがない
人も多い。そこで、店舗に置いてあるタブレット端末で注文するという体験をして
もらい、ECに対する壁を取り除くという試みもしている」と話す。 
オーダーメードということで値段が高いのではと思ったが、そうでもない。スーツ
は 4〜7万円程度の価格帯で、シャツは 1万円ほど。ある程度名の通ったブランドよ
りも低めの値段設定のように思う。 
このような特徴から、LaFabric の顧客は平均して 40 日でリピート購買をしている
のだとか。一番の売れ筋は、男性用のスーツとシャツだ（女性向けラインナップは
まだない）。(中略) 
2015 年 3 月に正式リリースした LaFabric はこれまで順調に成長を重ね、売上は前
年同期比で約 550%の伸びを見せているという。ライフスタイルデザインは今回調
達した資金を利用して、幹部クラスの人材の採用、リアル店舗の拡大を行うという。
また、これまでにも進めてきた提携工場とのシステム連携を加速させる。「提携工場
のなかには、注文を紙ベースで処理していることも多く、ヒューマンエラーも起き
ていた。工場とのシステム連携を進めることで、納品までの期間が数日短縮された
例もある」（森氏）(2017年 10月、TechCrunch、下線筆者) 
 
第三項 ファンケル 
事業概要 
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事業名 ファンケル 
事業内容 化粧品、健康食品 
URL http://www.fancl.co.jp/ 
事業開始時期 1980年 4月 
売上高 963憶 500万円 (2017年 3月期)29 
運営会社 株式会社ファンケル 
株式公開、資金調達状況 東証一部上場 
特徴 無添加 
安心と安全("正直品質") 
美と健康 
(出所) 株式会社ファンケルのWebサイトをもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 1995年 3月 (事業開始 15年 1か月後) 
店舗開始後経過期間 22年 9か月 
最新店舗数 502店 (2017年 12月時点、国内と海外、直営のみ) 
店舗の位置づけ 開始時：アンテナショップ 
現在：販売チャネル 
店舗の立地 デパート内テナント 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ 安全性、品質 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 ★ 
 評価 － 
 購入 ★★ 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
                                                        
29 株式会社ファンケル 2017年 3月期有価証券報告書 
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化粧品ではあるがブランドで情緒的な関係づくりではなく、無添加で肌の安全性や品質
を訴求する、他社と比較したうえで選ばれる状況特定的関与の事業とである。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (安全性や品質を訴求する「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「購入」を主目的としたデパート店内の店舗 
 
図表 19 ファンケルの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 1号店の立地はテストマーケティングによく使われる静岡、路面店 (ファンケルWeb
サイト) 
z 直営店、ドラッグストアやコンビニの卸売りで、広告による新規顧客獲得や販売チ
ャネル拡大を行う。直営店は、国内 297店、海外 245店、ドラッグストア 11,100店、
このほかにコンビニ(ファミリーマート、サークル K、サンクス)で 18,000店の販売
チャネルを持つ(2017年 4月 決算説明会資料) 
z 広告で売り上げを伸ばすという経営の大きな方向性は間違っていないが、広告効果
は想定を下回り、課題の残る 1年となった (2017年 4月 決算説明会資料) 
z ファンケルは中期経営計画の最終年度となる今期（２０１８年３月期）、０７年以来
となる売上高１０００億円の壁に挑戦する。チャネル戦略を転換。カタログ依存の
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コミュニケーションから脱却し、広告、コミュニケーション戦略を「ウェブ」に大
きく舵を切る。今年４月に就任した島田新社長は、同月行った決算説明会で「高収
益体質達成に向けた正念場となる年」と抱負を語り、ここ数年の広告先行戦略から
収益確保に向けた戦略を進める。(中略) 
──ほかに中計２年目を振り返っての課題は。 
「顧客数は増えたが、クロスセルの強化など顧客育成がまだ不十分である点が課題
だと考えている。店舗も期初に掲げた『３５０店舗体制』の看板を早々に下ろした。
流通卸が拡大する中、店舗の意味づけ、集客力に課題が残った」(中略) 
──化粧品事業はどうか。 
「『ファンケル化粧品』は主力の『マイルドクレンジングオイル』『洗顔パウダー』
が大半のドラッグストア、コンビニで購入できる状況にある中で来店の動機が薄れ
ている。カウンセリングなど、直営店に行く動機づけに課題が残った。下期は雑誌
とのタイアップ企画やカウンセリングフェアなどの施策を強化し、来店客の増加を
図った成果が徐々に出始めた」(2017年 5月、通販新聞、文中鍵括弧内代表取締役社
長島田和幸氏コメント、下線筆者) 
 
第四項 Everlane 
事業概要 
事業名 Everlane 
事業内容 アパレル 
URL https://www.everlane.com/ 
事業開始時期 2010年 12月 
売上高 非公開、推定 13億 3,700億円 (1,194万米ドル)30 
運営会社 Everlane, Inc. (San Francisco, USA) 
株式公開、資金調達状況 非公開会社、総額 1億 4,000万円調達 (110万米ドル)31  
特徴 高品質低コスト 
情報の透明性、工場の可視化と原価から販売までの価格情報
の開示 
(出所) EverlaneのWebサイト等をもとに筆者作成 
                                                        
30 D&B Hooversのデータベース内 Everlaneの情報、1米ドル=112円換算 
31 Crunchbaseの Everlaneの情報、1米ドル=112円換算 
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店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2016年 3月 (事業開始 7年 4か月後) 
店舗開始後経過期間 1年 9か月 
最新店舗数 2店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ ショールーム (2017年 7月から販売を開始) 
店舗の立地 路面店 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ 情報の透明性 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
 評価 ★★★ 
 購入 － 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
Everlaneは、コスト構造や生産体制に関する情報の透明性を高めている特徴はあるもの
の、販売している商品のデザインやバリエーション、価格帯もデパート等に流通している
ものと大きな差がない。そのため、指名買いをするよりはすでに服を買いたい人が比較検
討して選ばれる、状況特定的関与と判断する。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (情報の透明性の差別化要素を持つ「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「評価」を主目的としたショールーム 
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図表 20 Everlaneの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 6年前にプレイズマンが社会性を求めて創業した Everlaneが、最初の店舗をニュー
ヨークに 12月 2日に開店する。プリンス通りのその旗艦店は、Tシャツやカシミヤ、
デニム、靴といった多くのベストセラー商品を並べる。2 店舗目はサンフランシス
コに 2月にミッション地区に開店する。店舗は比較的狭く、ニューヨークでは 2,000
平方フィート(約 190 平方メートル)、サンフランシスコでは 3,000 平方フィート(約
280平方メートル)ほど。---プレイズマンは、このお店によって今よりもっとお客様
との近く交流することができるようになる、という。「お客様は商品を買う前に実物
を触ってみたいと、いつも話しています。私たちがこれからも国内とグローバルで
も成長し拡大をするには店舗が必要だと実感しました」とプレイズマン氏はいう。 
ほかにもう 1つ理由があり、オンラインで購入したお客様であっても返品や交換は
直接お店で行うのを好むからである。(中略) 
Everlane の今年の年間の売り上げは倍増する予定だ。“徹底的な透明性”を説くプ
レイズマン氏ではあるが、非公開企業の売り上げの数値と収益性については情報提
供を控えた。(中略) 
プレイズマンはこの 2年間、様々なタイプのお店を実験してきた。ポップアップ(期
間限定営業)、オープンハウス(パーティー形式)や、最近ではNordstromで 6週間の
ポップイン(店内期間限定営業)を開催し、Everlane のお店としてより良い手法を探
ってきた。シューパーク(靴の公園)と呼ぶ、入り口で靴を脱いでもらう 1 つのコン
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セプトを試した。ニューヨークのソーホーで、植物を飾ったショールームで裸足に
なり、壁沿いに並んだイタリア製の靴を試すことができる。全てのサイズがそろっ
ているので、来店者はその場で靴を試し、コーヒーを飲んだり一口サイズのカクテ
ルを飲んだりすることができる。この方法は盛り上がるけれども、実務的ではない、
とプレイズマン氏は話した。「その遊び場は最後に、傷んだ靴ばかりになってしまっ
た。長期的にみると経済的ではなかった」といった。 (2017年 11月、ワシントンポ
スト、下線と翻訳筆者) 
z Everlane では、各シーズンに新しい商品ラインの服の全体を発表するのではなく、
少ない数量の新作を年間通してリリースする。顧客のアンケートや返品、対面での
「試着クリニック」でフィードバックが得られるので、どのアイテムを追加するの
か変更するのかの判断ができる。(中略) 
「オンラインのみであることは大きな強みである。柔軟性があり、効率的で、拡張
もしやすい。しかし、二つの大きな問題がある。お客様は買う前に商品を触って試
すことができないし、私たちはお客様みなさまと、実生活で過ごすように、じかに
話すことができないのです。」とプレイズマンは(顧客向けのメールメッセージに)書
いている。(2017年 12月、ビジネスインサイダー、下線と翻訳筆者) 
記事内回答者：Everlane 創業者兼 CEO マイケル プレイズマン氏 
 
第五項 Shoes of Prey 
事業概要 
事業名 Shoes of Prey 
事業内容 オーダーメイド女性靴 
URL https://www.shoesofprey.com/ 
事業開始時期 2009年 4月 
売上高 非公開、推定 4億 5,600億円 (410万米ドル)32 
運営会社 Shoes of Prey Pty Ltd. (Sydey, Ausralia) 
株式公開、資金調達状況 非公開会社、総額 28億 9,900万円調達 (2,589万米ドル)33  
                                                        
32 D&B Hooversのデータベース内 Shoes of Preyの情報、1米ドル=112円換算 
33 Crunchbaseの Shoes of Preyの情報、1米ドル=112円換算 
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特徴 デザインと素材と色の多くのバリエーションから選択する
オーダーシューズ 
(出所) Shoes of PreyのWebサイト等をもとに筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2013年 1月 (事業開始 3年 9か月後) 
店舗開始後経過期間 4年 11か月 
最新店舗数 0店 (2017年 12月時点、7店から 2016年 10月に全店閉鎖) 
店舗の位置づけ デザイン提案 
店舗の立地 デパート内テナント 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 ✓ 顧客のオリジナルデザイン 
 状況特定的関与 － 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 ★ 
 評価 － 
 購入 ★★ 
 再評価 － 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
顧客の好みのオリジナルデザインの靴をオーダーできるサービスのため、既製品の他社
ではなく Shoes of Preyで注文するという対象特定的関与の事業とする。 
Shoes of Preyの事業は、好みの靴をオーダーできるために Shoes of Preyを選んで注文
という対象特定的関与の側面があり、また顧客の中には無類の靴好きで、靴という製品関
与(対象特定的関与)の高い顧客が多いと考えられる。自分の希望するデザインがありそれ
を既存製品のなかで探してなかったから Shoes of Preyで購入するという購買行動が比較
的多いと考えられる。 
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 顧客関与の分類：対象特定的関与 (既製品にはない顧客のオリジナルデザインがで
きるブランドの「指名買い」) 
 店舗の位置づけ：「購入」中心としたスタイル提案、「認知」としてネット広告代替
えの狙いもある 
 
したがって、「指名買い」の製品は購買行動サイクルの前半に強く、また店舗の位置づけ
が認知と購入に注力していることから、強みが同じ前半に重複している。一方で、2016年
12月に、店舗を閉鎖して純粋な EC事業に注力するという方針変更があり、分析してきた
Shoes of Preyの「購入」中心の店舗の運営は彼らの仮説の通りには事業に貢献しなかった
としている34。 
 
                                                        
34 2016年 10月、Financial Review紙 
http://www.afr.com/technology/shoes-of-prey-is-shutting-down-its-david-jones-and-nordstrom-design-studio
s-20161014-gs2bgt 
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図表 21 Shoes of Preyの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
Shoes of Preyの店舗閉鎖は、コストが想定よりかかっていることと ECでの購入に顧客
の抵抗がないことを理由として公表している35。それは、単純な販売チャネル拡大は彼ら
にとっての成長の起爆剤にならなかったといえる。有名百貨店のテナントという立地を選
んだため、広告効果はそれなりにあったと考えられる。ショールームとしての機能の割に
は広すぎて賃料がかかりすぎたか、広いならば豊富な品ぞろえでデザインによってはその
場で購入して持ち帰ることができるようにすれば売上貢献がより大きかったかもしれない。 
 
Shoes of Preyのサイトは、ECであるにもかかわらず選ぶ楽しさがある。そして、現在
のサイトは最適化、パーソナライズが緻密に実装されている。豊富なデザインと素材と色
                                                        
35 2016年 10月、PowerRetail紙 
http://www.powerretail.com.au/pureplay/shoes-of-prey-closes-physical-stores/ 
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から選んで好みのカスタマイズをしたものをリアルタイムにビジュアライズができ、あれ
これとオプションや色を試すのは面白く、それを保存しておくためにはユーザー登録が必
要となる。一度赤い靴を選ぶと、次からトップページでは赤いデザインが中央に表示され、
パーソナライズが実装されていることがわかる。 
 
 
(出所) Shoes of PreyのWebサイトの操作と画面キャプチャーをし、筆者作成 
 
また最後に触れておきたいことは、Shoes of Preyの売り場であるWebサイトの記述や
サイト上の販売手法から、より靴好きのロイヤルカスタマーの醸成に運営方針をシフトも
しくは拡張する可能性があると考える。実際にWebサイトのコンテンツに「shoe lover」
という用語を見かける。オンラインは無機質に感じられるため、比較的苦手な世界観を伝
えるブランディングも、選ぶ楽しさがあるサイト作りやレビュー記事やチャットサポート
による双方向のコミュニケーションにより、EC の収益性を保てるスケーラビリティを活
かして店舗がないまま好循環を作れる可能性が十分にあると考える。日本にはまだ少ない
Direct to Consumerの企業のトライアルの経過と実績を知ることができ、この事業を深く
知ることに非常に意義がある。 
Shoes of Preyの分析の基礎となった情報を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 私たちは、Nordstromとのパートナーシップによりアメリカ国内に 6つのお店を開
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くことをアナウンスいたします。最初の 1店舗目は 11月 21日にワシントン州ベル
ビューにオープンし、以降 5店舗は 2015年初期にオープンします。私たちの最初の
物理的な店舗は 2013年初旬にシドニーに開店し、お客様には非常に人気でした。(中
略)テーブルに 6つの iPad があり、靴好きのお客様がお好みの靴のデザインを選び
に使用できます。棚には 170以上の素材の見本があり、それぞれの色合いや質感の
組み合わせを楽しみながら選ぶことができます。弊社のスタイリストが、デザイン
ついてご案内をします。デザインを選び、ヒールの高さや素材、サイズや追加パー
ツが似合うか、最高のデザインのアドバイスをいたします。(2014年 11月、Shoes of 
Preyアナウンス、下線と翻訳筆者) 
z カスタマイズファッションの先駆者である、オンライン小売業の Shoes of Preyは、
旗艦店であるシドニーのDavid Jones (筆者注：オーストラリアの百貨店) 内のデザ
インスタジオと、アメリカの大手百貨店Nordstromの店舗を閉鎖すると、Australia 
Financial Reviewは情報を入手しました。(中略) Shoes of Preyの共同創業者でチー
フ クリエイティブ オフィサーの Jodie Fox は、昨年、事業運営の拠点をシドニー
からカリフォルニアのサンタモニカへ移した方向の転換は、事業の自然な流れに沿
った進化のだと説明しました。「物理店舗は私たちにとって極めて重要なものでした。
しかし、私たちは今ではブランド力があります。環境が整い、Shoes of Preyにとっ
て現在最も収益性があり最も大きなビジネスの機会があるのはすべてをオンライン
にすることなのです」と彼女は言いました。(中略) (店舗展開の)戦略は、収益性の
ある顧客に対して露出をするねらいで、FacebookやGoogleへの広告による顧客獲
得の依存を軽減するためでした。 (2016年 10月、Financial Review紙、下線翻訳筆
者) 
z 「ビジネスが比較的早い段階で大きな注目がまだない段階では、物理店舗の販売チ
ャネルとテストする戦略はとても理にかなっている」と Stead氏(出資した Blue Sky 
Venture Capitalの投資ディレクター)は言います。「店舗により信頼性が裏打ちされ、
顧客にとっては実際に手に取って製品の品質を感じることができます。現時点では
不可欠ではなくなり、やはりビジネスの機会は常にオンラインにあるのです。」(中
略) 物理店舗の運営にはコストの 25%を占めるが、売り上げでは 15%にとどまって
いました。ある情報源によると、Shoes of Preyでは物理店舗ではより大きな赤字に
なることを予測していました。「仮説の通りにはいかなかった。小売業の現実には即
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していなかった」とその人は話していました。(2016年 10月、Financial Review紙、
下線翻訳筆者) 
 
第六項 Warby Parker 
事業概要 
事業名 Warby Parker 
事業内容 眼鏡 
URL https://www.warbyparker.com/ 
事業開始時期 2010年 2月 
売上高 非公開、推定 20億円 (1,820万米ドル)36 
運営会社 Warby Parker Retail, Inc. (New York, USA) 
株式公開、資金調達状況 非公開会社、総額241億3,600万円調達 (2億1,550万米ドル)37  
特徴 手ごろな価格でスタイリッシュな眼鏡 
(出所) Warby ParkerのWebサイト等より筆者作成 
 
店舗展開に関する調査と分析概要 
店舗展開概要 
店舗展開開始時期 2013年 4月 (事業開始 3年 2か月後) 
店舗開始後経過期間 4年 8か月 
最新店舗数 65店 (2017年 12月時点) 
店舗の位置づけ 試着 
店舗の立地 路面店 
顧客関与の分類 
 対象特定的関与 － 
 状況特定的関与 ✓ バリエーションと低価格 
店舗展開の位置づけスコアリング 
 認知 － 
                                                        
36 D&B Hooversのデータベース内Warby Parkerの情報、1米ドル=112円換算 
37 CrunchbaseのWarby Parkerの情報、1米ドル=112円換算 
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 評価 － 
 購入 － 
 再評価 ★★★ 
(出所) 調査、分析結果をもとに筆者作成 
 
眼鏡自体が、合わなくなったり壊れたりした買い替えで購入する状況特定的関与の側面
が強い。また手ごろな価格でスタイリッシュなデザインの豊富さは、高額品でなくていい、
おしゃれを楽しみたいという顧客の要素があり、状況特定的関与の事業である。 
 
 顧客関与の分類：状況特定的関与 (バリエーションと低価格による「選択買い」) 
 店舗の位置づけ：「再評価」のために、店舗を体験し、顧客との関係構築の場 
 
したがって、購買行動サイクルの前半と後半が補完関係になっていることがわかる。 
 
図表 22 Warby Parkerの顧客関与と店舗の補完関係 
 
(出所) 筆者作成 
 
2017年 2月にアメリカ滞在中にニューヨーク市ソーホーにあるWarby Parkerの旗艦店
へ行き観察をした。特徴的だった 1点目は、店舗はあくまでも ECの補助的なものと感じ
られた点である。スタッフがみなタブレットで操作をしながら紹介していることと、レジ
で会計している様子をほとんど見なかったことから、店頭で見てオンラインで購入する顧
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客が多いと考えられる。2 点目は、体験とブランディングの場であることである。店内は
写真ブースがあり、ショーケース風のガラステーブルは Warby Parker の創業から現在ま
での歴史が紹介され、店舗全体がWarby Parkerの世界観を伝える場になっている。 
調査した定性情報に加え店舗を現地調査で観察した結果からも、体験による顧客との関
係構築の場ということがわかる。 
 
 
(出所) 筆者、2017年 2月Warby Parkerニューヨーク市ソーホー地区の旗艦店 
 
Warby Parkerの分析の基礎となった情報を以下に示す。 
 
店舗展開に関する定性情報 (二次情報) 
z 販売を開始した時、スタートアップのWarby Parkerは眼鏡を自宅で試着ができるサ
ービスを提供しました。“それ自体は従来の物理的な買い物と変わらないのですが、
実際に起こったのは開始から 48時間でリクエストの多さに困って、私たちは試着プ
ログラムを中断しなければなりませんでした。そして電話をかけてきて『事務所へ
行くので眼鏡を試せないか』と問い合わせてきたのです。そして私たちは『自宅の
アパートで業務をしているのです』と答えるしかありませんでした”。 
“皆さんが来てくれてもいいのですが、私たちは眼鏡をダイニングテーブルに並べ
るしか方法がありませんでした。それがオンラインの次に最適な方法だと考えまし
たが、最終的にはお客様との関係構築ができる特別な場になったのです。来店され
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たお客様は全種類の眼鏡を試せます。私たちは昔ながらのお店を始めたのだと気づ
き始めました。” 
Warby Parker のショールームや臨時店舗はそのようなアイディアから生まれまし
た。それで売り上げを稼ぎながら、ブランド構築を支えるために会社は旗艦店のオ
ープンを決定しました。現在では 50%のトラフィックと売り上げが口コミによるも
のです、と Blumenthal 氏は言います。私たちの哲学は最初から常に、まずは口コ
ミでどうしたら成長できるか、というものでした。(2013年 5月、Inc.、下線と翻訳
筆者) 
z Eコマースでビジネスを始めたことは強みの 1つです。例えばWarby Parkerでは、
店舗の出店や店内の作りにオンライン上の顧客情報を活用しています。場所によっ
て店内に書籍や年代物のピンボールゲーム台、写真ブースを置いたり、店員はタブ
レットを使って顧客の購入履歴やオンラインで保存した好みのデザインをチェック
したりすることができます。 
Warby Parker は売上高の数値の公開や収益性に関する回答をしていません。2015
年 4月の最新の資金調達では 100万ドルの価値が試算されています。そのときには
会社はまだ黒字化していませんでした。(2017年 1月、Wall Street Journal、下線と
翻訳筆者) 
z 小売業の最大手Macy’sが 68店舗を閉鎖し 1万人以上の雇用を削減すると公表し 3
週間後に、2017年の小売業予測はさらに暗雲が立ち込めました。しかし昨日Warby 
Parkerの CEOのNeil Blumenthalは、今年中に最低でも 25の店舗をオープンする
とアナウンスをしました。 
“私は小売りが終わったとは考えていません。そこそこのやり方はもう死に絶えて
いますが”と BlumenthalはWall Street Journalのインタビューで言っています。今
では 100万ドルの価値が試算されているWarby Parkerは、アメリカ国内に 46の店
舗を持っています。(2017年 1月、Inc.、翻訳筆者) 
 
第四節 分析のまとめ 
第一項 顧客関与により有効な店舗の位置づけが異なる 
第３章の第二節で顧客関与の分類を行い、第三節でそれによる購買行動サイクルの商材
特性による強みと弱みを議論した。それを、まず調査した各社の事業の特徴からどちらの
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顧客関与により近いかを整理したうえで、各社の事業運営が購買行動サイクルの強みと弱
みに焦点を当てて事業運営を分析した。 
 
図表 23 各社事業の顧客関与による特性 
  事業の顧客関与による特性 
オイシックス 
「指名買い」の対象特定的関与 
プレミアム品 
 
 
 
 
オルビス 
「選択買い」の状況特定的関与 
機能・効果、安全性 
 
 
 
 
ファクトリエ 
「選択買い」の状況特定的関与 
日本製、高品質 
 
 
 
 
MITA-CLUB 
「指名買い」の対象特定的関与 
自社オリジナル品 
 
 
 
 
リノレア 
「指名買い」の対象特定的関与 
他にない製品 
 
 
 
 
DIFFERENCE 
「選択買い」の状況特定的関与 
スマホでオーダ  ー
 
 
 
 
LaFabric 
「選択買い」の状況特定的関与 
スマホでオーダ  ー
 
 
 
 
ファンケル 
「選択買い」の状況特定的関与 
安全性、品質 
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Everlane 
「選択買い」の状況特定的関与 
情報の透明性 
 
 
 
 
Shoes of Prey 
「指名買い」の対象特定的関与 
顧客のオリジナルデザイン 
 
 
 
 
Warby Parker 
「選択買い」の状況特定的関与 
バリエーションと低価格 
 
 
 
 
(出所) 筆者作成 
 
11社中 8社が顧客関与で強みのある購買行動サイクルに対して補完関係にあるサイクル
のフェーズに店舗を位置付けていることがわかる。オイシックスはこれまで購買行動サイ
クルの前半で顧客関与と店舗の強みが重複していたが、今後の計画で補いあう位置づけに
なることがわかる。ファンケルは購買行動サイクルの後半で顧客関与と店舗の強みが重複
し、より深い調査の課題が残る。Shoes of Preyは、購買行動サイクルの前半で顧客関与と
店舗の強みが重複していたが、店舗閉鎖の方針変更により EC に注力することがわかって
いる。 
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図表 24 顧客関与と店舗の位置づけ (再掲) 
 
(出所) 筆者作成 
 
以上の分析により、各社の顧客関与と店舗の位置づけには関係性があることがわかる。
自社の商材が「指名買い」をされる対象特定的関与の場合は購買行動サイクルの前半に強
みがあり、店舗を後半に位置付けることでより効果的となる。「選択」をされる状況特定的
関与の場合は購買行動サイクルの後半に強みがあり、店舗を前半に位置付けることでより
効果的となる。 
 
第二項 事業ステージにより有効な店舗の位置づけが異なる 
店舗の位置づけが、事業ステージにより変わるのではないかと考え、関係性を分析した。 
まずは、各事業の店舗の位置づけをスコアリングして数値化した。購買サイクルの早い
ほうから順に、「認知」は 1、「評価」は 2、「購入」3、「再評価」4 とする。位置づけには
重みづけをし、目的を 1つ選択している場合は 3、主と副の 2つを選択している場合は主
目的を 2、副目的を 1の重みを付けた。その結果を図表 25に示す。また、本分析ではまだ
店舗を持たないリノレアを除外した。 
 
図表 25 店舗の位置づけのスコアリング 
事業名 認知 評価 購入 再評価 スコア 店舗の立地 
オイシックス ★★ － ★ － 5 直営店とスーパー店内コー
ナ  ー
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オルビス ★★ － ★ － 5 デパート内テナント 
ファクトリエ － － － ★★★ 12 オフィスビルとショッピン
グモール内テナント 
MITA-CLUB － － － ★★★ 12 路面店 
DIFFERENCE － ★★★ － － 6 路面店 
LaFabric － ★★ ★ － 7 デパートとショッピングモ
ール内テナント、路面店 
ファンケル ★ － ★★ － 7 デパート内テナント 
Everlane - ★★★ － － 6 路面店 
Shoes of Prey ★ － ★★ － 7 デパート内テナント 
Warby Parker － － － ★★★ 12 路面店 
 (出所) 筆者作成 
 
店舗の位置づけのスコアと、事業ステージの指標の相関係数をとった。事業ステージは、
事業を行っている年数、売上高、店舗運営を行っている年数、店舗数の指標となりえる数
値を使用し比較した。その結果を図表 26に示す。 
 
図表 26 店舗の位置づけとの相関関係 
事業名 
事業運営 
年数 
売上高 
(百万円) 
店舗運営 
年数 
店舗数 
店舗の位置
づけスコア 
オイシックス 17.50  23,017 7.17  27  5  
オルビス 30.58  54,685 17.25  117  5  
ファクトリエ 5.92  (非公開) 2.00  5  12  
MITA-CLUB 22.00  570 1.50  1  12  
DIFFERENCE 1.17  (非公開) 1.17  48  6  
LaFabric 3.83  98 3.83  7  7  
ファンケル 37.67  96,305 22.75  502  7  
Everlane 7.00  1,337 1.75  2  6  
Shoes of Prey 8.67  456 4.92  7  7  
Warby Parker 7.83  2,000 4.67  65  12  
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店舗の位置づけとの 
相関係数 
-0.17 -0.36 -0.37 -0.17 - 
(出所) 筆者作成 
 
ここからわかることは、事業開始からの経過期間である事業運営年数と店舗の位置づけ
では、相関係数が -0.17 と相関関係が見られなく、同様に店舗の数でも同じく -0.17 と相
関関係が見られなかった。売上高では、相関係数が -0.36 と弱いながらも負の相関関係が
見られ、店舗開始からの経過期間である店舗運営年数でも -0.37 と弱い負の相関関係が見
られた。これは、売上高がまだ小さかったり店舗運営期間が短かったりする事業ほど購買
行動サイクルの後工程の「再評価」や「購入」に店舗を位置付け、売上高が大きかったり
店舗運営期間が長かったりする事業ほど前工程の「認知」や「評価」に位置付けているこ
とを意味している。 
これは、その位置づけにすれば成功するという因果関係ではなく、あくまでも相関関係
であるが、信頼関係という要素を足すとまた風景が変わって見える。売上高と店舗の位置
づけの比較では、事業ステージの早期で信頼関係が弱い段階では店舗を使用して実績を作
り信頼関係を構築し、事業規模が成熟期に入ったときには獲得した信頼関係を活かし多く
の認知をから購入のハードルを越えやすく成長することができると考えられる。 
 
図表 27 信頼関係で見る事業ステージと店舗の位置づけ 
 
(出所) 筆者作成 
 
長期間事業を行っている事業は信頼できる事業かと問われればそうとは限らない。しか
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し、長期間店舗を持っている事業は信頼できる事業かと問われれば、コストをまかない続
けさらに対面でサービスを行ってきたことは一定の評価ができる。そして、インタビュー
をした企業で信頼関係に関して抽出すると、いずれの企業も店舗展開の目的もしくは、意
図していなかったが得られた結果として挙げている。 
これらから、事業のステージを顧客との信頼関係の度合いにより示し、店舗の位置づけ
をより効果的に事業につなげられると考える。 
 
図表 28 事業ステージと店舗の位置づけ 
 
 (出所) 筆者作成 
 
以上の分析から、図表 28 に示したよう示すことができる。顧客との信頼関係がまだ強
く築かれていない事業ステージの早期では、顧客関係が“粗”な段階に店舗を認知などの
購買行動の前半に位置付けると、店舗という投資により得られた顧客接点が購入につなが
りにくく、また顧客接点の数に注力すると将来のための顧客接点の深さである関係構築が
遅れる。事業の早期に店舗を関係構築に位置付けると、顧客との関係が深まり、将来の成
長のための基礎となる小さいながらも好循環を作れる。一方、顧客との信頼関係が築かれ
た事業ステージが成熟期になると、顧客関係が“密”になり多くの顧客接点を持つことで
購買につながりやすく好循環となる。強い顧客関係がすでにあるにも関わらずより強い関
係を追求しすぎて顧客の拡大をしなければ、事業を成長させる機会を逸してしまう。 
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このように、顧客との信頼関係で事業ステージを計りそれに合った店舗を位置付けるこ
とで、成長の基礎作りそして顧客関係から収益化といった好循環が作れることがわかる。 
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第５章 結論 
「EC 事業が店舗展開して効果を出せるのか」。ここから始まったこの研究によって、E
コマースの事業が店舗展開の方法は、顧客関与により有効な店舗の位置づけが異なること
と、事業ステージにより有効な店舗の位置づけが異なるという、2 つの仮説が得られた。
すなわち、お客様をよく知ることと自社をよく知ることが有効な店舗展開の要因である。 
店舗の位置づけは商品カテゴリーだけによらず、自社の商材の特性による。お客様に「指
名買い」をされる対象特定的関与の商材の場合は、すでにその商材を評価済みであるため
に購買行動サイクルの前半に強みがあり、店舗を後半に位置付けることでより効果的とな
る。お客様に「選択買い」をされる状況特定的関与の商材の場合は、買いたい状況にあり
商品を探しているため購買行動サイクルの後半に強みがあり、店舗を前半に位置付けるこ
とによってより効果的となる。図表 29 のように、顧客関与と店舗が補完関係にすること
が、効果的な店舗の位置づけとなる。 
 
図表 29 顧客関与と店舗の位置づけ (再掲) 
 
(出所) 筆者作成 
 
顧客との信頼関係で事業ステージを計ると、事業ステージに合った店舗の活用で事業の
好循環を作ることができる。信頼関係が薄い事業ステージが早期の場合は、店舗を購買行
動サイクルの後半に位置付けると実績や信頼関係構築につながる。信頼関係ができ成熟期
には店舗を購買行動サイクルの前半に位置付け顧客を拡大することで業績につながり収益
性が上がる。 
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図表 30 事業ステージと店舗の位置づけ (再掲) 
 
(出所) 筆者作成 
 
本研究により、自社の特性に合ったより効果的な店舗展開をするために、2 つの指標が
あることが判明した。EC 事業者が店舗展開を検討するときに、この指標で検討すること
が有用ではないかと考える。1 つ目は商材の特性と顧客との関係を示す顧客関与により、
有効な店舗の位置づけが異なること、2 つ目は、事業ステージにより有効な店舗の位置づ
けが異なること、この 2つの仮説が得られた。 
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第６章 分析の限界と今後の課題 
本研究の調査対象は国内外の 11社のため、この研究結果のみをもって一般論とすること
ができない点は、本研究の限界である。対象事業の幅を広げより多くの企業をサンプルと
したり、1 つの企業を時系列で比較したりすることによって、より正確に検証をすること
が可能と考える。 
 
また収益性について分析対象としていないことは、本研究で得られた仮説を実際のビジ
ネスに当てはめるときにかならず考慮しなければならない点である。コストの情報を取得
していないことと、売上高について店舗展開による影響度合いを測っていないことは本研
究の分析の限界である。店舗展開を行うには固定費の増加をともなうため、コストと売上
高の向上とそれにかかる時間を評価する必要がある。そして、店舗展開は各社が業績向上
のために行っている多くの施策の中の 1つにすぎない。店舗展開の影響度合いを計ること
はすなわち店舗展開をした場合としない場合の 2つのシナリオを比較が可能となることで
あり、現実には実行できない 2つのシナリオをシミュレーションできれば実務に役に立つ
学術の意味をなせると考える。 
 
各社の事業と顧客の関係の分析に顧客関与の視点を使用し、対象特定的関与か状況特定
的関与かのどちらかに分類し分析を行った。しかし第３章第二節で述べたように、関与の
概念は 1つの事業を明確にいずれかに分類できるものではなくグラデーションになってお
り、また顧客個人ごとに異なりさらに個人の状況において異なることも顧客関与の分類の
趣旨でもある。したがって、より委細に分類し指標化して比べることで、さらに正確な仮
説検証ができると考える。 
顧客との関係は一定の傾向はあるものの、事業そのものは、顧客の変化や事業ステージ
の変化に応じて事業方針の改良を積み重ねるため、それによって顧客関与の色合いも変わ
ってくる。本研究によって、その事業の主要な顧客関与の選定により、有効な店舗の位置
づけが異なるという 1つの仮説を得られたが、顧客関与の種別ごとの影響範囲を計ること
で詳しく検証することが可能ではないかと考える。 
 
本研究では主にDirect to Consumerモデルとそれに類する事業を対象としてきたが、ネ
ット保険のようなサービス業や、楽天市場やAmazonのような ECプラットフォーム事業
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も同様に、本仮説が当てはまる可能性がある。顧客関与は従来物販に多く適用されてきた
が、関与は顧客の心理に根付いているためサービス業にも適用可能であり、また価格と直
結しないためコモディティにも適用可能であるためである。 
Amazonが書店を運営したりWhole Foods Marketを買収したりしていることは、EC事
業者が店舗の重要性を認識している顕著な例である。そこで多く取り扱われるコモディテ
ィ商材にはコモディティとしての顧客関与があり EC と店舗それぞれの強みがあるため、
本仮説が当てはまる可能性がある。低価格で近所で買えることは状況特定的関与の側面が
あり、ある人にとってはこだわって選ばれる場合には膨大な情報の中からオンラインで検
索し手探し出せる対象特定的と EC の強みの組み合わせとなる。商材と事業の範囲を広げ
た店舗の有効性の検証は今後の研究の課題である。 
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Webサイト 
オイシックス https://www.oisix.com/ 
オイシックスドット大地株式会社 https://www.oisix.co.jp/ 
オルビス株式会社 https://www.orbis.co.jp/ 
株式会社コナカ http://www.konaka.co.jp/ 
ファクトリエ https://factelier.com/ 
ファンケル(EC) http://www.fancl.co.jp/ 
株式会社ファンケル http://www.fancl.jp/ 
株式会社ポーラ・オルビスホールディングス http://www.po-holdings.co.jp/ 
有限会社三田三昭堂 http://www.mitaclub.co.jp/ 
ライフスタイルアクセント株式会社 http://www.lifestyleaccent.co.jp/ 
株式会社ライフスタイルデザイン http://lifestyledesign.co.jp/ 
合同会社リノレア http://scarf.co.jp/ 
Crunchbase https://www.crunchbase.com/ 
DIFFERENCE https://difference.tokyo/ 
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D&B Hoovers http://www.hoovers.com/ 
Everlane https://www.everlane.com/ 
LaFabric https://lafabric.jp/ 
Shoes of Prey https://www.shoesofprey.com/ 
Warby Parker https://www.warbyparker.com/ 
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Appendix 
 
インタビュー時の写真 (一部) 
      
オイシックスドット大地株式会社 奥谷氏     オルビス株式会社 元木氏 
 
      
リノレア 角田氏                            MITA-CLUB 三田氏 
 
企業調査と分析の概要
事業名 オイシックス オルビス ファクトリエ MITA-CLUB リノレア DIFFERENCE LaFabric ファンケル Everlane Shoes of Prey Warby Parker
事業内容 食料品 化粧品 アパレル 文房具 ファッション オーダーメイド男性スーツ オーダーメイド男性スーツ 化粧品、健康食品 アパレル オーダーメイド女性靴 眼鏡
URL https://www.oisix.com/ https://www.orbis.co.jp/ https://factelier.com/ http://www.mitaclub.co.jp/ http://scarf.co.jp/ https://difference.tokyo/ https://lafabric.jp/ http://www.fancl.co.jp/ https://www.everlane.com/ https://www.shoesofprey.com/ https://www.warbyparker.com/
事業開始時期 2000年6月 1987年5月 2012年1月 1995年 2016年 2016年10月 2014年2月 1980年4月 2010年12月 2009年4月 2010年2月
売上高 230憶1,678万円 (2017年3月期) 546億8,500万円 (2016年12月期) 非公開 非公開 (5.7億円 (2015年度)のう
ち半分以上は他の事業の売り上
げ)
非公開 非公開 非公開、推定約9,788万円 963憶500万円 (2017年3月期) 非公開、推定13億3,700億円
(1,194万米ドル)
非公開、推定4億5,600億円 (410
万米ドル)
非公開、推定20億円 (1,820万米
ドル)
運営会社 オイシックスドット大地株式会
社
オルビス株式会社 ライフスタイルアクセント株式
会社
有限会社三田三昭堂 合同会社Armonia 株式会社コナカ 株式会社ライフスタイルデザイ
ン
株式会社ファンケル Everlane, Inc. (San Francisco,
USA)
Shoes of Prey Pty Ltd. (Sydey,
Ausralia)
Warby Parker Retail, Inc. (New
York, USA)
株式公開、資金調達状況 マザーズ上場 株式会社ポーラ・オルビスホー
ルディングス100%子会社
非公開 － － 株式会社コナカ(東証一部上場)
の1つの事業
総額12億4,000万円調達 東証一部上場 総額1億4,000万円調達 (110万米
ドル)
総額28億9,900万円調達 (2,589
万米ドル)
総額241億3,600万円調達 (2億
1,550万米ドル)
特徴 安全な食料品
宅配サービス
基礎化粧品
安心、安全
環境配慮 (簡易包装、リフィル)
工場直販
日本製
他にはないこだわりの商品 髪を失くした女性のためのス
カーフ
スマホでオーダースーツが作れ
る
オーダースーツだが低価格
短納期
国産
高品質
ライフスタイルに合わせられる
データを集める
無添加
安心と安全("正直品質")
美と健康
高品質低コスト
情報の透明性、工場の可視化と
原価から販売までの価格情報の
開示
デザインと素材と色の多くのバ
リエーションから選択するオー
ダーシューズ
手ごろな価格でスタイリッシュ
な眼鏡
店舗展開概要
店舗展開開始時期 2010年10月 (事業開始10年4か
月後)
2000年8月 (事業開始13年3か月
後)
2014年12月 (事業開始2年11か
月後)
2016年6月 (事業開始20年後) 未展開 2016年10月 (事業開始時) 2014年2月 (事業開始時) 1995年3月 (事業開始15年1か月
後)
2016年3月 (事業開始7年4か月
後)
2013年1月 (事業開始3年9か月
後)
2013年4月 (事業開始3年2か月
後)
店舗開始後経過期間 7年2か月 17年3か月 2年0か月 1年6か月 － 1年2か月 3年10か月 22年9か月 1年9か月 4年11か月 4年8か月
最新店舗数 27店 (2017年12月時点、2店の
直営と25店の他のスーパー店内
コーナー、大地を守る会を除
く)
117店 (2017年12月時点) 5店 (2017年12月時点) 1店 (2017年12月時点) 0店 48店 (2017年12月時点) 7店 (2017年12月時点) 502店 (2017年12月時点、国内
と海外、直営のみ)
2店 (2017年12月時点) 0店 (2017年12月時点、7店から
2016年10月に全店閉鎖)
65店 (2017年12月時点)
店舗の位置づけ 認知拡大、販売促進 開始時：販売チャネル
現在：ブランディング
ショールーム (コアなファンに
よる口コミ)
ブランディング (メーカーの信
頼とファンによる口コミ)
店舗なし (認知のために病院等
にパンフレット設置)
採寸(採寸のために初回来店が
必要)
ECで服を買う行為の体験ス
ポット (採寸のために初回来店
が必要)
開始時：アンテナショップ
現在：販売チャネル
ショールーム (2017年7月から
販売を開始)
デザイン提案 試着
店舗の立地 直営店とスーパー店内コーナー デパート内テナント オフィスビル内もしくはショッ
ピングモール内
路面店 － 路面店 5店がデパートかショッピング
モール内テナント、2店が路面
店
デパート内テナント 路面店 デパート内テナント 路面店
分析
顧客関与の分類
　対象特定的関与 ✓
プレミアム品
－ － ✓
自社オリジナル品
✓
他にない製品
－ － － － ✓
顧客のオリジナルデザイン
－
　状況特定的関与 － ✓
機能・効果、安全性
✓
日本製、高品質
－ － ✓
スマホでオーダー
✓
スマホでオーダー
✓
安全性、品質
✓
情報の透明性
－ ✓
バリエーションと低価格
店舗展開の位置づけスコアリング
　認知 ★★ ★★ － － － － － ★ － ★ －
　評価 － － － － ★★★ ★★★ ★★ － ★★★ － －
　購入 ★ ★ － － － － ★ ★★ － ★★ －
　再評価 － － ★★★ ★★★ － － － － － － ★★★
(出所)
各社のWebサイト、Webサイト内有価証券報告書、調査による二次情報とインタビュー
売上高の推定値と資金調達額はD&B Hooversのデータベース内各社の情報、1米ドル=112円換算
